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第１節 教員のメンタルヘルス悪化の問題 
近年、社会的にストレスによるメンタルヘルス（精神面における健康）の悪化が注目され
て久しく、それに伴い教員のメンタルヘルスの問題についても関心が高まっている。 
文部科学省（2013）の調査によれば、教員のメンタルヘルスの現状は、病気休職者数、そ
して病気休職者のうちの精神疾患による休職者数がともに増加してきている。在職者に占
める精神疾患による病気休職者の割合は、平成 13 年から平成 23 年の 10 年間で 0.27％か
ら 0.57％と約 2倍高くなっている。また、病気休職者に占める精神疾患の割合は平成 22年
度から 23年度の間に若干の減少はみられたものの、依然として 6割以上と高く、深刻な状
況である。精神疾患による休職教員の割合を性別にみると、男性より女性が高く、年代別に
みると 40歳代、50歳代以上が高く、学校種別にみると中学校や特別支援学校が高いことが
明らかになっている。また、病気を理由とした離職教員においても、そのうち約 6割が精神
疾患を理由としていることが明らかになっている。石川・中野（2001）が小・中学校・高等
学校に所属する教員を対象におこなった調査では、日常の仕事の中でストレスを「非常に感
じる」あるいは「感じる」と答えた教員が半数以上を超えている。かつて国際労働機関（ILO）
が指摘したように「教員たちは戦場並みのストレスに晒されている」と言っても過言ではな
い（赤岡・谷口，2009）。 
 教員のメンタルヘルスについての研究においては、そのストレスの原因として主に多忙
や、生徒指導上の困難さ、また児童生徒・保護者・同僚等との人間関係、教員としての力量
不足等が取り上げられている（田上・山本・田中，2004；赤岡・谷口，2009；安藤・中島・
鄭ら，2013）。全日本教職員組合（2013）は、幼稚園・小中高校などの教職員の勤務実態調
査より、教員の時間外勤務は１カ月平均で 72 時間 56 分、自宅に持ち帰った仕事の時間も
含めると同 95 時間 32 分にも上ったことを明らかにしている。この持ち帰りも含めた時間
外勤務は、2002年より月平均で 14時間 33分延びたことを示している。これには土日勤務
が特に増え、残務処理の増加などが背景として挙げられている。また竹田・坂田・菅ら（2011）
は教員のストレスについて、ストレッサー（ストレスの要因）の度合いは「児童・生徒」や
「保護者」だけでなく、「教育行政」についても高かったことを明らかにしている。 
こうした現状を受けて、教員のメンタルヘルス維持・改善のために様々な影響要因の検
討がなされ、教員のバーンアウト（燃え尽き症候群）に目が向けられた。こうした中で提
唱された「教員バーンアウト」は、特に教員に限定した概念で、「教員が、理想を抱き真
面目に仕事に専心する中で、学校のさまざまなストレスに晒された結果、自分でも気づか
ぬうちに消耗し極度の疲弊をきたすに到った状態」と定義されている（田上・山本・田
中，2004）。 
教員のストレッサーを、高木・田中（2003）は職務自体・職場環境・個人的（家庭内）
の 3つの要因が影響しており、バーンアウトとの関連性があることを指摘している。この
うち職場環境の影響によるストレッサーに関しては、役割葛藤・同僚との関係・組織風
土・評価懸念の 4因子 25項目に分類がされている。 
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前原（1994）は、教員が生徒の学習にポジティブな効果を及ぼす能力を有する、という教
員自身の信念を意味する教員効力感に注目し、それが低いものほど管理職との軋轢に強い
ストレスを示すことや、自分の力量を低く見積もるほどストレスの身体反応が強いことな
どを指摘している。さらに、平岡（2003）は教員効力感の低下は、教員がバーンアウトに陥
った結果として起こることを明らかにしている。また、藤原・古市・松岡（2008）は、小学
校教員について、「回避的」コーピング（対処行動）をとる者や「管理職」、「生徒指導」に
関するストレッサーが高い者は、「職務負担感」、「不快感情」、「身体症状」、「集中力・思考
力低下」の 4つの下位因子全てにおいて、ストレス反応が高いことを示している。 
 また、教員のメンタルヘルス悪化の問題は、教員個人のメンタルヘルスの問題にとどまら
ず、児童生徒との関わりにも影響している（山下・若本，2010）。 
このように先行研究では、教員のメンタルヘルスに影響を与えるストレッサー、そして
メンタルヘルス悪化に起因する教員自身の信念やコーピングの仕方等の課題が明らかにさ
れてきている。 
教員のメンタルヘルス問題は深刻であり、文部科学省（2013）は「教職員のメンタルヘ
ルス対策について（最終まとめ）」において、メンタル不調の背景やその対策についての
整備方策等をまとめている。早急な対策が求められており、予防的な取り組みでは、セル
フケアのほか、校務分掌上の配慮、精神科医などの配置による指導の強化などが打ち出さ
れている。しかし、地域差や雇用形態等など、メンタルヘルスを規定する要因へ影響を与
える個人要因についてはまだ知見の蓄積がなされておらず、特に特別支援教育に携わる教
員に関してはこれまでほとんど研究がなされていない。 
 
第２節 特別支援教育教員のメンタルヘルス悪化の問題 
文部科学省（2013）の調査では、中学校及び特別支援学校の教員において精神疾患によ
り休職している教員の割合が高いことが明らかになっている。また、ストレスを感じる業務
が、小中高等学校ではその割合の高いものから順に生徒指導、事務的な仕事や部活動指導、
また学習指導、業務の質や保護者への対応となっているのに対し、特別支援学校ではまず業
務の質、そして事務的な仕事、学習指導、保護者への対応及び同僚との人間関係となってお
り、他の学校種と比べて特にストレスを感じている業務の順序に違いがあることが示めさ
れていた（ストレスが常にあると答えた上位 3つ目までの割合は、小学校において「生徒指
導」15.9％、「事務的な仕事」14.4％、「学習指導」、「保護者への対応」13.5％、中学校にお
いて「生徒指導」20.8％、「部活動指導」14.7％、「事務的な仕事」13.6％、高等学校におい
て「生徒指導」15.3％、「学習指導」12.1％、「事務的な仕事」12.0％、特別支援学校におい
て「業務の質」14.9％、「事務的な仕事」14.7％、「学習指導」11.9％であった）。 
教職員の勤務の実態や意識に関する分析委員会（2008）は、沖縄県の公立小中高等学
校、特別支援学校に在籍する本務職員 12,760人を対象にした調査を実施している。その
結果、日頃悩んでいることについて、「特になし」（29.4％）が最も多く、次いで「教員と
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しての適性」（24.4％）、「子育て」（9.8％）、「自分の病気」（6.7％）の順となっていた。教
員としての適性に悩んでいる教員の割合が約４分の１を占め、他の悩みに比べて特に多い
結果となっていた。2007年 4月からの学校教育法一部改正により、特殊教育から特別支
援教育に変わり、多忙といわれている教員にさらなる役割が追加され、教員のメンタルヘ
ルスの悪化が懸念されている。現在、LD・ADHD・高機能自閉症等、学習や生活の面で
特別な教育的支援を必要とする児童生徒の通常学級在籍率は約 6.5％程度（文部科学省，
2012）と言われており、１学級当たりに 2～3人いることとなる。特別支援学級や、通常
学級に在籍しながら必要に応じて特別な教室に通う通級指導教室の数も増加し、通常学校
においても特別支援教育に関して高度な専門性を持った教員の確保が課題となる。障害種
の拡大や重度・重複化に伴う一人一人のニーズに応じた適切な指導・支援の要求水準の引
き上げや、学校と福祉・医療・保健・労働機関等との連携など、特殊教育から特別支援教
育へと大きな転換が図られ、特別支援教育を担う教員に求められる専門性は非常に高まっ
ている。 
「教員の地位に関する勧告」（UNESCO，1966）では、教員の仕事を専門職として定義
し、「厳しい継続的な研究を経て獲得される専門的知識及び特別な技術を要求する公共的
業務」と規定し、障害児教育教員の専門性は、複雑な教育的ニーズを抱えた障害児の増加
を踏まえ、通常教育教員との専門性の差異は、量的な差異とともに質的な差異も包含して
いる（清水，2003）とされる。また、特別支援教育に携わる教員としての専門性を担保す
るものとしては特別支援学校教諭免許状があり、「学校種に対応した免許状として、特別
支援学校の教員が有するものとしつつ、小・中学校における特殊学級や通級による指導を
担当する教員や、LD・ADHD・高機能自閉症等の幼児児童生徒に対する特別な指導を担
当する教員の専門性向上にも資するものとして位置付けることが適当」（文部科学省，
2005）とされている。 
特別支援教育に携わる教員の職場環境の変化に伴い、高い専門性求められる現状の中、特
別支援教育に携わる教員のストレスも飛躍的に高まり、問題は年々深刻化している。しかし、
特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況やストレス要因等についてほとんど明ら
かにされていない状況である。 
 
第３節 心理社会的ストレス研究の動向 
１．心理社会的ストレス研究の動向 
現代社会はストレス社会と呼ばれるように、人は日常生活の中で少なからずストレスに
晒され続けている。うつ病等の精神疾患の増加もあり、自殺者は年間 3 万人を超え近年大
きな社会問題として多くのメディアにとり扱われている。社会に溢れている様々なストレ
ッサーとメンタルヘルスの関係について、様々な観点から分析した研究が数多く存在する。 
これまでの心理社会的ストレス研究の先駆けとなったのは、「社会再適応評価尺度（Social 
Readjustment Rating Scale）」を作成し、個人のストレス量を査定することを試みた
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Holmes & Rahe（1967）の研究である。彼らは、生活上の変化をもたらす何らかの出来事
を経験した場合、社会的に再適応する際に必要とされる労力をその出来事のストレス量と
して数値化し、その数値の合計が高いほど、将来病気に罹患する可能性が高いことを指摘し
た（岡安・片柳・嶋田ら，1993）。また、Goldberg（1972）によって、主として神経症者
の症状把握、評価および精神障害者の発見に有効な GHQ（The General Health 
Questionnaire）が開発され、多くの研究で用いられている。三浦・鈴木・竹内ら（2001）
はこの GHQを用い、企業従業員の職務満足感が高いほど精神が健康であり、職務不満
感が高いほど精神が病んでいる傾向があることを示している。人間らしい生活や自分ら
しい生活を送り、人生に幸福を見出しているかという Qoality of Life（QOL、生活の質）
も、メンタルヘルス状況と関連づけて注目されており、木村・片岡（2007）は施設入所
1年未満の高齢者を介護していた家族介護者の身体的、精神的健康からその QOLに着
目している。また、癌などの病気や障害を有していても、QOL を高めることが重要で
あると考えられている。 
ストレスとなる出来事に直面した人は、ストレスを少しでも低減するために何らかの行
動を起こし、その行動はコーピングと呼ばれる。同じ出来事を経験しても、どのようなコ
ーピングを行うかによって、結果として生じる心理的および身体的なストレス反応は異
なってくる。今田・上村（2001）は、このコーピングを積極的対処行動・適応的対処行動・
逃避的対処行動の 3因子 17項目に分類している。また、コーピングはストレッサーが人の
心身に及ぼす影響を調整する重要な要因であり、ストレッサーとそれによって生じるスト
レス反応との間に介在する変数として捉えられる (福岡，2001)。 
日本では、坂田（1989）がコーピングの多面的分類を行い、19 因子 58 項目のコーピン
グ尺度を作成した。さらに尾関（1993）は、坂田のコーピング尺度を最終的に 3因子（「問
題焦点型」、「情動焦点型」、「回避・逃避型」）14項目に集約している。問題焦点型とは、情
報収集や再検討などの問題解決に直接関与する行動であり、情動焦点型とはストレッサー
により引き起こされる情動反応に焦点をあて注意の切り替えや気持ちの調節などの行動で
ある。また、回避・逃避型とは不快な出来事から逃避したり否定的に解釈したりするなどの
行動である。実際にストレスを受けたとき、これらのコーピングは同時にあるいは継続的に
行われ、相互に影響しあうことが多いと言われている。コーピング方略の実行を規定する要
因として、ストレッサーに対する認知的評価、自己効力感、問題解決スキル、社会的スキル、
ソーシャルサポートなどの役割が指摘されている（岡安，1999）。また、同じ出来事を経験
しても、どのようなコーピングを行うかによって、結果として生じる心理的・身体的ストレ
ス反応は異なってくる。コーピングは、ストレッサーが人の心身に及ぼす影響を調節する要
因であり、ストレッサーとそれによって生じるストレス反応との間に介在する変数である
（福岡，2001）。 
1990年代以降、欧米や日本で SOC（Sense of Coherence）に関する研究が増加しており
（小田，1991；高山・浅野・山崎ら，1999）、SOC とメンタルヘルス状況等との関連が示
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されている。SOCとは、Antonovsky（1979）の提唱した健康生成論の中心的な健康生成要
因で、ストレスフルな経験をしながらも健康に生きる人々が保有する生きる力とされてい
る。この力は、問題が生じたときに自分の持っている様々な内的・外的な資源を動員する力
であると説明されている。SOCは 3つの要素から構成されており、①自分が置かれている
状況や、将来起こるであろう状況を、ある程度予測、理解できる把握可能感覚
（comprehensibility）、②どんな困難な出来事でも自分で切り抜けられるという感覚や、何
とかなるという処理可能感覚（manageability）、③自分の人生・生活に対して、意味がある
と同時に価値観を持ち合わせている感覚である有意味感覚（meaningfulness）をいう（山
崎・戸ケ里・坂野，2008）。このような 3つの感覚をもって生活を送っている人は、ストレ
ス状況に耐えうまく対処することができる、すなわち、ストレス対処能力が高いとされる。 
また、ストレスへの対処に関連して、Bandura（1977）は「こうすることが自分にで
きるだろうか」、すなわち、ある結果を生み出すために必要な行動をどの程度うまく行
うことができるかという個人の確信をセルフ・エフィカシー（自己効力感）と呼んでい
る。セルフ・エフィカシーが高い人は困難な課題に直面したとき、自分の能力に疑いを
感じている人と比較して、躊躇なくより大きな努力を払い、より継続的にそれに取り組
むということが明らかにされている。またセルフ・エフィカシーを高める情報源として、
「遂行行動の達成」、「代理的経験」、「言語的説得」、「情動的喚起」の 4点が挙げられて
いる。 
近年の社会的ストレス研究では、ストレッサーとメンタルヘルス状況との直接的な関連
性よりも、ストレス過程に影響を及ぼす要因やストレッサーのインパクトを緩衝する要因
を究明することに大きな関心が向けられている（岡安・片柳・嶋田ら，1993）。 
 また、職場において、作業の質的、量的な負担や、人間関係の問題などのストレッサーが
かかると、うつ症状や意欲低下、出社困難などのストレス反応が生じる場合がある。NIOSH
（National Institute of Occupational Safety and Health）の職業性ストレスモデル
（Hurrell & McLaney, 1988）では、性別や年齢、性格といった個人的要因や、上司・同僚、
家族からのサポートといった要因が、ストレス反応の軽減に関係し、健康問題の発生を予防
するとされ、現代における労働者の職業性ストレスに関する研究において幅広く活用され
ている。 
現在日本国内において、EAPによるメンタルヘルス改善プログラムが行われている。EAP
とは Employee Assistance Programの略であり、日本語では「従業員支援プログラム」と
訳される。メンタルヘルス、家庭の問題、経済的問題、法律的問題、ストレスマネジメント
など従業員の生活全般にわたる問題についての幅広い包括的な対応策として利用されてい
る（島・田中・大庭，2002）。小杉・齋藤（2006）によれば、米国企業における EAPの導
入率は、フォーチュントップ 100の企業の 100％、トップ 500の企業の 95％に上っている。
近年日本でも EAP を導入する企業が増加しているが、日本ではまだ EAP に関する歴史は
浅い。現在国内では EAPといった専門機関による教育研修などのメンタルヘルス改善プロ
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グラムが行われ、その効果については各 EAPによる独自の尺度を用いた検証が行われてい
るが、統計的な検証結果についての研究報告はこれまでにみられない。EAP に限らず、職
場におけるメンタルヘルス改善のための活動は、その効果が得られないまま漫然と同一手
法での対応を繰り返している事例が散見される（日本精神保健福祉連盟，2010）。教育研修
などのメンタルヘルス改善プログラムが行われつつあるものの、その効果については十分
な検証がなされていない状況にある。 
 
２．メンタルヘルスに関連する心理尺度 
 日本においてメンタルヘルスに関連した研究において用いられる尺度について、以下に
記載する。また、メンタルヘルス状態の把握において、うつ状態の測定は重要であるた
め、うつ状態の測定に用いられる尺度については第４節にまとめる。 
 
１）ワークシチュエーション尺度 
日本労働研究機構（1999）により作成されたＨＲＭ（Human resource management）
チェックリストの一部であり、測定領域は「Ⅰ.職務」、「Ⅱ.上司やリーダー」、「Ⅲ.同僚や
顧客との関係」、「Ⅳ.ビジョン・経営者」、「Ⅴ.処遇・報酬」、「 Ⅵ.能力開発・福利厚生・生
活サポート」の６つで構成される。84項目から成り、5件法で回答を求め、各領域の項目
得点を合計して項目数で除したものが領域得点とされる。得点が高いほど仕事や職場の状
況が良好であり、職務の遂行や仕事生活に関わる多様な側面について評定を得ることが可
能である。 
 
２）ストレッサー尺度 
高木・田中（2003）によって開発され、鈴木・別惣・岡東（1994）の役割曖昧性・役割
葛藤尺度、橋本（1997）の対人ストレスイベント尺度、牧（1999）の学校経営診断マニュ
アルを基にしており、「役割葛藤」、「同僚との関係」、「組織風土」、「評価懸念」の 4 因子、
25 項目から構成される。４件法で回答し、項目の評定値を加算した値が得点となる。得点
が高いほど各ストレッサ （ーストレスとなる要因）において高いストレス状態にあることが
示される。 
 
３）コーピング尺度 
今田・上村（2001）によって開発され、「積極的対処行動」、「適応的対処行動」、「逃避的
対処行動」の 3因子、17 項目から構成される。ストレスを低減するための行動をコーピン
グと呼び、同じ出来事を経験しても、どのようなコーピングを行うかによって、結果として
生じる心理的および身体的なストレス反応は異なってくるとされる。信頼性・妥当性ともに
確認がなされている。2件法で回答し、項目の評定値を加算した値が得点となる。得点が高
いほどコーピングを行いやすいことが示される。 
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４）ENDCOREs 
藤本・大坊（2007）によって開発された、コミュニケ―ション・スキルの高低を測定する
ための尺度である。6 因子、24 項目からなり、自分の感情や行動をうまくコントロールす
る「自己統制」、自分の考えや気持ちをうまく表現する「表現力」、相手の伝えたい考えや気
持ちを正しく読み取る「解読力」、自分の意見や立場を相手に受け入れてもらえるように主
張する「自己主張」、相手を尊重して相手の意見や立場を理解する「他者受容」、周囲の人間
関係にはたらきかけ良好な状態に調整する「関係調整」から構成される。7 件法で回答し、
項目の評定値を加算した値が得点となる。得点が高いほどコミュニケーション・スキルが高
いことが示される。  
 
５）GSES 
坂野・東條（1986）により作成された、個人のセルフ・エフィカシー（自己効力感）を測
定するための尺度である。セルフ・エフィカシーとは、何らかの行動をきちんと遂行できる
かどうかという予期のことであり、セルフ・エフィカシーが高い人は困難な課題に直面した
とき、自分の能力に疑いを感じている人よりも、躊躇なくより大きな努力を払い、より継続
的にそれに取り組むことができるとされる。「行動の積極性」、「失敗に対する不安」、「能力
の社会的位置づけ」の 3因子 16項目から構成される。得点が高いほど、セルフ・エフィカ
シーが高いことが示される。 
 
６）SOC 
SOC（Sense of Coherence）は Antonovsky（1987）によって作成された、ストレス対処
能力を測定する尺度である。SOC英語版は 29項目尺度であり、13項目の短縮版が存在す
る。日本語版 SOCは山崎（1999）によって、SOC英語版の 13項目短縮版が翻訳され、信
頼性・妥当性の検証がなされている。「把握可能感覚（comprehensibility）」、「処理可能感覚
（manage-ability）」、「有意味感覚（meaningfulness）」の 3因子 13項目からなる。7件法
で回答し、項目の評定値を加算した値が得点となり、得点の高いものほどストレス対処能力
が強いとされる。 
 
７）QOL26 
QOL（Quality of Life）とはWHO（世界保健機関）によって「一個人が生活する文化や
価値観の中で、目標や期待、基準、関心に関連した自分自身の人生の状況に対する認識」と
定義されており、WHO（1997）により QOL調査票が作成された。田崎・中根によって日
本語版 QOL26 が作成され、「身体的領域」、「心理的領域」、「社会的関係」、「環境領域」の
4因子 26項目であり、項目の評定値を加算した値が得点となる。得点が高いほど、生活の
質が高い状態にあることが示される。 
 
8 
 
８）バーンアウト尺度 
バーンアウト(burnout；燃えつき症候群)の症状を測定する尺度で、Maslach & Jackson 
（1981）に準拠して日本語版を田尾(1989)が作成した。また、久保・田尾(1992)によって改
訂がなされ、信頼性・妥当性ともに確認されている。本尺度は、「情緒的消耗感」、「脱人格
化」、「個人的達成感」の３因子 17項目からなり、頻度について 5件法で回答し、各因子の
項目の評定値を加算後、項目数で除算した値が得点となる。得点が高いほど、バーンアウト
の傾向が高いことが示される。 
 
９）HPQ（パフォーマンス） 
HPQはWHOにより作成された労働パフォーマンスを測定する尺度の一部であり、国立
国際医療センター（2013）にて翻訳版が作成された。過去 4 週間の勤務日における仕事の
パフォーマンスを問う 1 項目によって構成され、0 から 10 の 11 段階で回答し、選択した
数字が得点となる。得点が高いほどパフォーマンスが高いことが示される。 
 
第４節 日本における自己評価式うつ尺度 
現代社会において、逃れられないストレスによるうつ病等の精神疾患は増加し、自殺者も
年間約 3万人にも上っている（警察庁，2013）。さらに、うつ病における自殺行動の頻度の
高さが指摘され（川上・大野・宇田ら，1994）、自殺企図者の 75％に精神障害があり、その
約半数がうつ病などと言われている（飛鳥，1994）。 
自己評価尺度の質問票は、面接の補助的機能の他に、臨床の場においては患者が自らの症
状の回復度合いを知るためのモノサシとしての機能を持つ。うつ病の患者が自らの状態を
同一の尺度による数値で継時的にセルフモニタリングしていくことは、治療上有効である。
また、疫学調査などの研究においても自己評価尺度の質問票は、面接と比較して抵抗感なく
被調査者に受け入れられる同時に、大規模な調査が可能になるという点からも不可欠なツ
ールであるといえる（大庭・高安・高野，2010）。 
うつ病・抑うつ状態の評価においては、他の精神障害・精神状態同様、精神症状を直接面
接において評価することが基本であるが、自己評価尺度の質問票を併用することにより、面
接で得られる情報を捕捉することが可能である。例えば、患者が口頭では言いづらい情報
（希死念慮や性欲減退など）については、質問紙への記入の方が抵抗感なく回答できる。思
考、判断に時間のかかる患者が自分のペースで回答することも可能である。 
現在、うつ病のスクリーニング、重症度評価、継時的評価、疫学調査などに利用するため
に様々なうつ病自己評価尺度が開発されているが、主なものとしては、CES-D （Center for 
Epidemiological Studies Depression Scale）、BDI （Beck’s Depression Inventory）、SDS 
（Zung Self-rating Depression Scale）、IDD （Inventory to Diagnose Depression）が挙
げられる（大庭・高安・高野，2010）。 
また、奥村・亀山・勝谷ら（2008）では、抑うつを測定している 510研究の中で、どの
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尺度が利用されているのかを調べたところ、ハミルトンうつ病評定尺度HAM-D（Hamilton 
Rating Scale for Depression）（Hamilton, 1960）が最も利用されていることが示された
（38.9%）。続いてツァン自己評価式抑うつ性尺度 SDS（Zung Self-Rating Depression Scale）
（Zung, 1965）が 33.9%、ベック抑うつ質問紙 BDI（Beck Depression Inventory）（Beck, 
Ward, Mendelson et al., 1961）が 15.6%、一般健康調査質問紙 GHQ（General Health 
Questionnaire）（Goldberg & Blackwell, 1970）が 6.9%、疫学的うつ病評価尺度 CES-D
（Center for Epidemiological Studies Depression Scale）（Radloff, 1977）が 6.4%であっ
た。また利用率が 6.4 %未満の尺度は 50種類以上あった。 
以下、こうした各尺度の中で使用頻度の高い、SDS、BDI、GHQ、CES-D、IDDについ
て、それぞれの尺度の構成や特徴等についてレビューする。また、近年新たに開発されてい
る職業性うつ尺度 ODS（Occupational Depression Scale）についてもレビューを行う。 
 
 
 
１．尺度構成及び特徴 
１）SDS 
 Zung（1967）によって開発されたうつ病の重症度評価尺度であり、20項目（肯定項目 10
項目、否定項目 10 項目）それぞれについて「いいえ」、「ときどき」、「かなり」、「いつも」
のいずれかを選択する。回答に要する時間は 10～15 分程度であり、20 項目の合計得点を
算出する。総合点は 20～80点となるが、日本語版では正常群平均 35点、神経症群平均 49
点、うつ病患者群 60 点であった。スクリーニングとして利用する場合の区分点を 40 点と
することを Zung は提唱している。SDS の利点としては、項目数が少ないこと、共通の回
答項目になっているため BDIのようにすべてを読む必要がなく、回答者に負担がかからな
いことが挙げられ、利用が簡便である。 
 重症度評価、抑うつ群と不安群の鑑別における妥当性は確認されている（渡部・坂井・塩
入ら，2001）。一方、治療による改善に対する鋭敏さは劣ると指摘されている（Hamilton, 
1976）。また、身体症状についての項目が多いことから、高齢者においては、性欲減退、制
止、食欲減退、日内変動、便秘といった身体症状において高得点となるため、高齢者に利用
する場合においては区分点を高くする必要があると Zung（1967）は述べている。 
 
２）BDI 
Beck, Ward, Mendelson et al.（1961）により臨床的な観察と患者の訴えに基づいて作成
されたテストである。「悲しみ」、「自責感」などの 21項目で構成され、それぞれの項目につ
いて自分に当てはまる文章を選ぶ形式である。1979 年に 15 項目に修正が加えられ、選択
肢を 4つに限定した改訂版（BDI-IA）が出版された。1996年には、DSM-Ⅳの診断基準を
反映した項目に修正をした BDI-Ⅱが出版された。この BDI-Ⅱは 21項目で構成され、3つ
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の項目以外のすべての項目について BDI-IAから修正が加えられている。これら 21項目に
ついて、当てはまる文章を 4 つの選択肢から選択する。所要時間は 5～10 分程度とされて
いる。BDI-Ⅱの選択肢は 0~3点に配点されており、これらを合計することで得点が求めら
れ、総合得点は 0～63 点である。区分点の適用には十分な臨床的配慮を要する。大うつ病
と診断された患者を重症度別に判別する区分点は、極軽症：0～13点、軽症：14～19点、
中等症：20～28点、重症：29～63点とされている（小島・古川，2003）。 
BDI、BDI-Ⅱは臨床上、研究上頻繁に利用されており、エビデンスが蓄積されている質問
票として安心して利用できる。BDI-Ⅱはうつ病の重症度を測定することに関しては妥当性
が確認されているが、うつ病の診断が可能というわけではないことに留意が必要である。抑
うつ状態の重症度の判定及びうつ病の診断においては、面接が必要である。また、特定の項
目（自殺念慮、悲観）は自殺行為を予測することが Beckらにより確認されており、総合得
点のみならず特定項目の評価に注意を払うことも重要である。 
 
 
３）GHQ 
 Goldberg（1972）によって開発された、主として神経症者の症状把握、評価および発見
に有効なメンタルヘルス状況を測定する尺度である。この質問紙は、総得点が高いほど精神
障害である可能性が高いことを示すように作成されているスクリーニング尺度であるが、
一般対象者への使用を容易にするために一般健康調査と命名されている。うつ病
（Papassotiropoulos, Heum & Maier, 1997 ; Papassotiropoulos & Heum, 1999）や心筋梗
塞後の気分障害（Goldberg & Hilier, 1979）などのスクリーニングにも有用であると報告さ
れている。 
 GHQは本来 60項目であるが、判別能力の高い項目を選んで作られた 30項目版、20項
目版、12項目版、さらに因子分析から求められた 28項目版が開発されている。28項目版
である GHQ28は、総得点の他、「身体症状」、「不安と不眠」、「社会機能障害」、「重症抑う
つ」の 4種類の下位尺度について詳細に分析することができる。GHQ30の因子分析では、
「不安」、「無能力感」、「抑うつ」、「対処困難」、「社会的機能低下」の 5因子が抽出されてい
る（Goldberg, Hilier, 1979）。また、日本語版 GHQ30の因子分析では、「抑うつ」、「不安」、
「緊張」、「気力低下」、「対人関係障害」、「対処困難」、「不眠」、「アンヘドニア（無快楽症）
と社会的逃避」の 8因子が抽出されている（Ohta, Kawasaki, Araki et al, 1995）。GHQ12
の妥当性も他の版と比べて遜色ないことが示されている（Goldberg, Gater, Sartorius et al., 
1997）。なお施行時間は、60項目で 6～8分、30項目で 3～4分、12項目で 2～5分程度で
ある。選択肢は、「全くなかった」、「あまりなかった」、「あった」、「たびたびあった」から
該当するものを 1 つ選ぶという回答方法であるが、採点の際は、逆転項目が含まれている
ので注意が必要である。採点方法は、各選択肢に対し、0 点－1 点－2 点－3 点を与えて採
点するリカード法と、0点－0点－1点－1点（「全くなかった」、「あまりなかった」と答え
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た場合は 0 点、「あった」、「たびたびあった」と答えた場合には 1 点）を与えて採点する
GHQ法の 2種類が存在する。これら 2種類の採点方法の相関関係は 0.92～0.94と高く、
スクリーニング機能として大差がないため、近年では単純な GHQ法の方が奨励される傾向
にある。信頼性については、折半法および試験－再試験法で高い信頼性が示されており、内
的整合性も高い。感度は 81～91％、特異度は 88～94％と報告されている（Goldberg & 
Williams, 1988）。 
 GHQ得点は、女性は男性より高得点であり、社会階層が低い方が高い階層よりも高得点
である傾向がみられたとされている（Goldberg & Hilier, 1979；Goldberg & Williams, 
1988）。GHQ は集団・組織を対象にして、全体的な健康状態や問題の把握、あるいは健康
増進事業などの効果測定や経済効果といった地域研究に用いられることが多い。また、個人
対象では、企業や健康診断において一次スクリーニングに用いられることが多い。 
英語版が開発された後、多くの言語に翻訳され、米国、欧州、アジアなど広く国際的に用
いられるようになった（Goldberg, Gater, Sartorius et al., 1997）。中川・大坊（1985）に
よって作成された日本語版も、信頼性・妥当性の吟味がよくなされており、実施・採点の簡
便性、判別効率、適用範囲の広さなどから精神科、心療内科、学校、企業などで広く用いら
れている。30項目、28項目、12項目の短縮版があり、臨床場面、地域、職域における調査
などで幅広く用いられている。日本語版 GHQ28 においても、4 因子 28 項目からなり、4
件法で回答を求め、項目の評定値を加算した値が得点となる。また、0～28点の得点でメン
タルヘルス状況が判断され、得点が 0点に近づくにつれてメンタルヘルスは良好であり、6
点以上の得点になると、うつ病などの精神疾患の可能性が高いと判断とされる。 
 
４）CES-D 
一般人におけるうつ病を発見することを目的として、米国国立精神保健研究所（National 
Institute of Mental Health; NIMH）において Radloff（1977）により開発されたテストで
ある。1因子 20項目（通常項目 16項目、陽性項目 4項目）から構成されている。20項目
において 1週間における頻度を、「ない」、「1～2日」、「3～4日」、「5日以上」のいずれかか
ら選択する。回答に要する時間は 10～15分程度である。得点が高いほど抑うつ傾向がある
とされ、厚生労働省（2000）による保健福祉動向調査の調査票に本尺度が使用されたよう
に、日本における疫学調査において用いられている。通常項目は、「ない」0点、「1～2日」
1点、「3～4日」2点、「5日以上」3点で換算し、陽性項目は「ない」3点、「1～2日」2点、
「3～4日」1点、「5日以上」0点で換算し、20項目の合計得点を算出する。総合点は 0～
60点となる。5項目以上無回答であれば評価対象とせず、4項目以内であれば、回答項目に
関して総得点を算出後、回答項目数で割り 20を掛けた値が合計得点となる。 区分点につ
いて、Raddloff（1977）は 16点と設定としており、日本語版においても 16点が妥当であ
ることが島・鹿野・北村ら（1985）によって確認されている。 
 CES-D は項目数が 20 項目と少なく、回答も 1 週間のうちの具体的な頻度（日数）で選
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択するため、回答者の負担が少なく簡便に使用できる。うつ病をスクリーニングするために
開発された CES-D において、16 点以上の得点を示した人はうつ病の存在が疑われるとい
うことになるが、15点以下であるからといってうつ病を診断からはずすことはできない。 
 
５）IDD 
DSM-Ⅲ診断基準に基づき Zimmerman, Coryell & Wilson et al.（1986）により作成された
テストであり、うつ病の診断に用いることが可能である。DSM-Ⅲ診断基準と対応する 22
項目から構成されている。各 22項目について直近 1週間の状態にあてはまる陳述を 5段階
評価（0～4）から選択し、症状が存在する陳述（1～4）を選択した場合には、その症状が 2
週間以上続いているのか、2 週間以内なのかを二者択一で選択する。記入時間はおよそ 15
分程度とされている。記入後は、診断基準に該当する 9 つの症状項目のうち 5 項目以上に
該当する症状項目がチェックされていること、各症状が 2週間以上継続していることなど、
特定の条件を満たすとうつ病と確定される。さらに、総合得点がうつ病の重症度を示すよう
になっている。 
  IDDは DSM-Ⅲ-Rの診断基準に基づいて作成され、診断における妥当性、信頼性が確認
されており、うつ病の診断に用いることができるとともに、重症評価における妥当性、信頼
性も確認されており、重症度評価にも用いることができる。利用する際には、不安症状の影
響を受けることを認識しておく必要がある。ただし、その影響は BDIに比較すると弱いも
のであることが確認されている（上原・坂戸・佐藤，1995）。 
 
６）ODS 
日本の医学者、精神科医であり勤労者のメンタルヘルス研究の第一人者である島悟によ
って設立された神田東クリニックMPSセンター産業精神保健研究所において、これまで
開発された主要なうつ病尺度（CES-D、BDI等）および精神的健康度を測定する尺度
（GHQ、職業性ストレス簡易調査票等）を参考にして作成された。医師 1名と臨床心理士
2名により臨床的観点から有意義と思われる項目を選定しており、最終的に 12項目を採用
している。過去 1ヶ月の心身の状態について頻度を 4件法で回答し、項目の評定値を加算
した値が得点となる。得点が高いほどうつ状態にあることが示される。 
 
２．うつ尺度における今後の課題 
BDI、SDS、CES-D では尺度により重視する症状が異なることが知られている（坂本・
大野，2005）。また、BDIと SDSを比較すると、BDIは重症度が高い対象者の場合には有
効に機能するが、重症度が低い対象者を測定するには不適切な尺度であると報告されてい
る（奥村・坂本，2004）。日本において、精神病理学的評価には印象や勘や経験に頼った評
価が少なくない。どの程度頻度の高い、あるいは頻度の希少な現象かなども、母集団におけ
るデータの裏づけを欠いたまま、あるいはデータを考慮しないままに経験的に評価され思
13 
 
い込まれていることも少なくない（岡崎，2010）。尺度利用の前には、各々の尺度が重視し
ているうつ症状について留意することが必要であり、さらに対象者が適切であるかを検討
しなければならない。 
GHQに関する研究においては、総合得点から精神障害の有無を判別する区分点について
様々な検討がなされてきたが、対象者の居住地、年齢、性別、基礎疾患、調査施行場面など
様々な要因によって変わる可能性があり、調査ごとに設定することが望ましい（Goldberg, 
Gater, Sartorius et al, 1997）。しかし、こうした使用頻度の高い尺度については作成から
年月が経っており、社会的状況等の変化へ対応していないことも考えられる。BDI-Ⅱでは、
「食欲」、「睡眠」では、減少だけでなく増加についても評価できるよう変更され、初版の BDI
と比べ、現代の状況に合わせいくつかの文章表現が改訂されている（小嶋・古川，2003）。 
評価や検査が諸精神疾患の表現型の記述・評価に縦横に適応されることによって、病態の
理解と治療が合法的な根拠をもって進められる。評価や検査における基礎データの収集が
短期間に更新され、対象者の状況に合わせた尺度の開発、改善が活発に行われる状況が望ま
れる。 
 
第５節 本論の目的 
 教員のメンタルヘルス問題について、特に中学校と特別支援学校において、メンタルヘル
ス不調者の割合が高い状況が示された。また、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス
状況や、メンタルヘルス悪化の要因、メンタルヘルスを規定する要因に影響を与える個人要
因については、これまでほとんど明らかにされていない状況が示された。 
また、現在用いられている自己評価式うつ尺度については、質問項目が社会的状況の変化
へ対応できていないことや、対象者の居住地や年齢、性別、基礎疾患、調査施行場面等の状
況に合わせて精神疾患の有無を判定する区分点を設定することが望まれるといった状況が
示唆された。また、教育研修などのメンタルヘルス改善プログラムについては、その効果に
ついて統計的な検証が十分に行われていない状況である。 
特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況や悪化の要因について検討することに
より、メンタルヘルス改善への具体策を検討するための知見が得られる。また、あらゆる職
域においてうつ状態を測定することのできる尺度を開発することで、今後、多職種間でのメ
ンタルヘルス状況の比較が可能となる。さらに、試験的に民間企業においてメンタルヘルス
改善プログラムを実施することで、特別支援教育に携わる教員への実用に向けた知見が得
られる。 
 以上より、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況の改善のため、①メンタルヘ
ルス悪化の現状が明らかとされていない特別支援教育現場におけるメンタルヘルス状況と
悪化の要因、メンタルヘルスを規定する要因に影響を与える個人要因の検討、②あらゆる職
域においてうつ状態を測定することの可能な、現代社会の状況に則した項目によって構成
される、自己評価式うつ尺度の開発、③具体的なメンタルヘルス対策として活用が期待され
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るメンタルヘルス改善プログラムの実施とその効果検証、の３つを本研究の目的とする。 
特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルスを規定する要因に影響を与える個人要因に
ついては、一般職種では検討がなされている職場環境、雇用形態に加え、教員の特性となる
勤務地域、免許状種別、教員としての専門性の観点から検討を行った。またストレスを低減
する要因として自己効力感、及びストレス対処能力の観点から検討を行った。 
 
第６節 本論の構成 
本論の構成として、以降の第２章から第８章では特別支援教育に携わる教員のメンタル
ヘルス状況について検討し、各章題は「第２章 特別支援教育に携わる教員のメンタルヘル
ス状況とストレス要因の分析」、「第３章 特別支援教育に携わる教員の職場環境に関する
分析」、「第４章 特別支援教育に携わる教員の雇用形態及び勤務地域に関する分析」、「第５
章 特別支援教育に携わる教員の免許状種別に関する分析」、「第６章 特別支援教育に携
わる教員としての専門性に関する分析」、「第７章 特別支援教育に携わる教員のセルフ・エ
フィカシーに関する分析」、「第８章 特別支援教育に携わる教員のストレス対処能力に関
する分析」とした。また、第９章では職域におけるうつ尺度の検討、第１０章ではメンタル
ヘルス改善プログラムの効果検証を行う。章題は「第９章 ＯＤＳの信頼性・妥当性及びス
クリーニング能力の検証」、「第１０章 メンタルへルス改善プログラム（アサーション研修）
の効果検証」とした。 
最後に、第１１章では特別支援教育に携わる教員と一般職種におけるメンタルヘルス状
況の比較を行い、さらに、メンタルヘルス体制・対策について今後の課題を検討した。章題
は「第１１章 教育機関と一般職種におけるメンタルヘルス状況等の比較と今後の課題」と
した。また、すでに学術誌及び学会にて発表を行ったものについて、表Ⅰ－１に示す。 
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表Ⅰ－１ 本論の構成と学術誌及び学会での発表 
  学術雑誌 学会発表 
第１章 序論 Total Rehabilitation 
Research vol.2（2015） 
 
第２章 特別支援教育に携わる教員のメ
ンタルヘルス状況とストレス要
因の分析 
琉球大学教育学部紀要
vol．80（2012） 
2nd Asian Congress of 
Human Services, 
Okinawa, Japan ポスター
発表（2012） 
第３章 特別支援教育に携わる教員の雇
用形態及び勤務地域に関する分
析 
Asian Journal of Human 
Services vol.6（2014） 
日本特殊教育学会第 52 回
大会ポスター発表（2014） 
第４章 特別支援教育に携わる教員の職
場環境に関する分析 
琉球大学教育学部附属発
達支援教育実践センター
紀要 vol.3（2012） 
第 19 回日本産業精神保健
学会大阪大会口頭発表
（2012） 
第５章 特別支援教育に携わる教員の免
許状種別に関する分析 
Asian Journal of 
Rehabilitation 
Counseling vol.2（2012） 
日本特殊教育学会第 50 回
大会ポスター発表（2012） 
第６章 特別支援教育に携わる教員とし
ての専門性に関する分析 
Asian Journal of Human 
Services vol.1（2011） 
 
1st Asian Congress of 
Human Services, Seoul, 
South Koreaポスター発表
（2011） 
第７章 特別支援教育に携わる教員のセ
ルフ・エフィカシーに関する分析 
 Intenational Conference 
on Convergence 
Content2014, Jeju, Korea
ポスター発表（2014） 
日本特殊教育学会第 53 回
大会ポスター発表（2015） 
第８章 特別支援教育に携わる教員のス
トレス対処能力に関する分析 
Asian Journal of Human 
Services vol.3（2012） 
日本特殊教育学会第 51 回
大会ポスター発表（2013） 
第９章 ＯＤＳの信頼性・妥当性及び区分
点の検証 
  
第１０章 メンタルへルス改善プログラム
（アサーション研修）の効果検証 
  
第１１章 特別支援教育に携わる教員と一
般職種におけるメンタルヘルス
状況等の比較と今後の課題 
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第２章 特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況と 
ストレス要因の分析 
 
第１節 問題と目的 
文部科学省の教育職員に関する統計調査（2010）によると、全国の公立小・中・高校、
特別支援学校などの教員約 92万人のうち、病気休職者が 8627名、精神疾患による休職者
は 5458名で、休職者の約 63%が精神疾患という事態に陥っている。 
中川・大坊（1985）によると、メンタルヘルス状況を測定する GHQ28 の健常者群平均
は 2.8±2.3 点であった。健常者の対象となった人々は、「肉体的に健康で日常の仕事を充分
に遂行し、精神的にも健康で大きな悩みを持つことはなく、一般常識的な行動をし、社会
的に適応している主として経済的に中流といえる一群の人々」とされている。GHQ28を用
いた近年の研究では、対象群に年齢の偏りはあるものの、一般の中高年者の GHQ得点の平
均は 4.57±4.64点であった（中村・上里，2004）。また、対人援助職のメンタルヘルス状況
についてGHQ28を用いた研究では、看護師のGHQ得点の平均は 7.60±4.00点であった（豊
増，2000）。訪問看護師では 6.99±5.90点（小林・乗越，2005）、ホームヘルパーでは 5.40±5.06
点（安次富，2005）であった。医療・福祉領域の退陣援助職のストレスの高さはこれまで
も職業性ストレス研究において注目されてきたが、特別支援教育に携わる教員のメンタル
ヘルス状況についてはこれまで明らかにされていない。 
「教職員のメンタルヘルスに関する調査」（文部科学省，2013）では、特別支援学校教職
員のストレス要因として順に、「業務の質」、「事務的な仕事」、「学習指導」、「保護者への対
応」、「同僚との人間関係」、「自身の私的生活」、「生徒指導」、「上司との人間関係」、「校外
行事への対応」、「部活動指導」となっていた。しかし、その他に特別支援教育に携わる教
員のメンタルヘルスについてより詳細に調査された研究はこれまでにない。 
そこで本章では、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況について、GHQ28を
用いた調査から明らかにする。またメンタルヘルスに影響を与える特性として、性別及び
教職経験年数の観点から分析を行う。さらに、特別支援教育に携わる教員の専門性におい
て、特に教員がストレスにつながるとする項目についてたずね、ストレス要因の検討を行
った。 
 
第２節 方法 
１．調査対象 
特別支援学校教諭免許状未取得で、障害のある幼児児童生徒の指導を担当している教員
54名を対象に質問紙調査を実施した。 
 
２．手続き 
2010年 7月 29日の沖縄県教育職員免許法認定講習の休憩時において、調査の趣旨説明
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を行いプライバシーの配慮をしたうえで調査票を 54名へ配布、同日中に回収を行った。希
望者には、GHQ28の分析結果を各自へ配布した。その際においても、No．の記入された
引き換え券を取り外し、翌日その用紙と引き換えに分析結果を配布することで、個人情報
の漏洩がないよう配慮している。 
 
３．調査内容 
フェイスシートでは、回答者の基本属性として性別・年齢・教職経験年数についてたず
ね、GHQ28、および特別支援教育教員のストレスへとつながる専門性（自作）を調査項目
とした。自作した専門性の項目については、井坂・栗原（2004）の先行研究で使用された
「専門性についての項目」に一部改訂を加えた 39項目のうち、ストレスにつながっている
項目を選択（複数回答可）するものとした。 
 
第３節 結果 
１． フェイスシート 
（１）回収率 
 本研究における調査のアンケート回収率は 54 名中、有効回答数は 52 名で、回収率は
96.3％であった。内訳は、男性 10 名（19.2％）、女性 37 名（71.2％）、不明 5 名（9.6％）
であった。 
 
（２）回答者の年齢 
回答者の年齢については、「40歳以上 45歳未満」と回答した人が最も多く、16名（30.8％）
であった。次いで、「35歳以上 40歳未満」が 10名（19.2％）、「25歳以上 30歳未満」が 5
名（9.6％）、「30歳以上 35歳未満」が 5名（9.6％）、「50歳以上 55歳未満」が 5名（9.6％）、
「25歳以上 30歳未満」と「55歳以上」はともに 0名（0.0％）であった。「不明」は４名
（7.7％）であった。 
 
（３）回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は 15.4±7.4 年であった。最大は 30 年、最小は 2 年 4
ヵ月であった。 
通算教職経験年数が 10年未満の教員を「若手教員群」、10年以上 20年未満の教員を「中
堅教員群」、20年以上の教員を「ベテラン教員群」とした結果、「若手教員群」は 14名（29.2％）、
「中堅教員群」は 17名（35.4％）、「ベテラン教員群」は 17名（35.4％）となった。 
 
２．GHQ得点 
（１）基礎統計量 
  GHQは 0 ~28点の得点でメンタルヘルス状況が判断される。6点以上になるとメンタル
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ヘルス状況が悪いとされる。今回の結果、平均得点は 7.84±6.21点、最低点は 0点、最高
点は 23点であった。 
 
（２）GHQ得点の割合 
GHQが 0～5点の教員は 21名（40.4％）、6点以上の得点を示した教員は 31名（59.6％）
であった（図１）。教員の約 6割がメンタルヘルスに何らかの問題を抱えていることが明ら
かとなった。 
 
図Ⅱ－１  GHQ得点の割合（ｎ＝52） 
 
（３）特別支援教育についての専門性とストレスの関連 
 図 2は、特別支援教育を担う教員としての専門性の中から、自身のストレスにつながっ
ている項目について質問を行ったものである。 
ストレスにつながる専門性については、「保護者への対応」と回答した人が一番多く、26
名（50.0％）であった。次いで、「個別の指導計画や個別の教育支援計画の作成」、「授業実
践力」が 20名（38.5％）、「指導技術」が 16名（30.8％）、「同僚との信頼関係の構築」、「管
理職との信頼関係の構築」、「評価の工夫」が 15名（28.8％）であった。「保護者への対応」
がストレスにつながっているとした人は回答者の半数に達した。 
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図Ⅱ－２  特別支援教育教員のストレスと感じる専門性の割合 
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第４節 考察 
１．GHQ得点 
 特別支援教育に携わる教員の GHQ得点の平均は 7.84点で、6点以上（うつ病などの精
神疾患の可能性が高い）とされる教員は全体の 59.6％ということが明らかとなった。教員
のメンタルヘルス状況の悪化は顕著であり、こうした状況は学校組織の運営だけでなく児
童生徒にまで悪影響が及ぶものと考えられ、早急なメンタルヘルス対策が必要である。教
員に対するメンタルヘルス対策の充実が図られ、なおかつその効果的な対策について今後
検証する必要があるといえる。 
 
２．特別支援についての専門性とストレスの関連 
 「保護者との信頼の関係の構築」が自身のストレスへとつながっていると回答した教員
は全体の半数であり、教員のストレスへと影響を与える要因となっているといえる。また、
「個別の支援計画や個別の教育支援の作成」についても約４割の教員がストレスへとつな
がっているとした。「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」（文部科学省，2003）
によって、個別の支援計画や個別の教育支援計画の作成の重要性が示され、2007年に特別
支援教育が施行されることにより、こうした特別な教育的ニーズの内容や適切な教育的支
援の目標と内容を盛り込んだ計画の作成が推進されてきた。個別の教育支援計画には、一
年間の日々の取り組みや目標を明確にし、その内容を保護者へ提示し同意を得なければな
らない。これにより、学校現場での指導・支援内容に与える影響が高まりこうした現状と
なったのではないかと考えられる。 
 個別の教育支援計画の作成においては、障害のある児童生徒の一人一人のニーズを正確
に把握した上で教育的な支援の目標及び内容を設定しなければならない。しかし、今回の
調査は教育職員免許法認定講習へ参加した教員を対象としており、特別支援教諭免許状を
未取得のため特別支援教育について専門性が比較的身についていないと考えられる。同様
に、「授業実践力」、「指導技術」が自身のストレスと関連していると答えた教員はともに３
割を超えており、自身の専門性に不安を持ったまま日々の授業実践を行っているのではな
いかと考えられる。「教材・教具の開発」がストレスへつながっていると回答した教員が全
体の 25.0％だったことからも、日々の授業実践で奮闘するも、その教具を使用した授業実
践において思うように効果が得られず苦悩している姿がうかがえる。 
 「同僚との信頼関係の構築」、「管理職との信頼関係の構築」がストレスへとつながって
いると回答した教員はともに全体の 28.8％となっており、職場での人間関係が教員のメン
タルヘルスへ影響を与えていることが明らかとなった。特別支援教育の学校現場では一つ
の教室に複数の教員が集まった授業構成が多々ある。そのため教員同士で接する機会が多
く、メンタルヘルスへの影響も大きいと考えられる。しかし、複数教員での指導を意味す
る「チーム・ティーチング」の項目をストレスと関連しているとした教員は全体の 7.7％で
あり、比較的ストレスの要因となっているとは言えない。それは、チーム・ティーチング
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で授業を行うこと自体は、教員同士が互いにサポートし合うことのできる環境となってい
るためだと考えられる。特別支援教育の学校現場において同僚との関係は重要な要素を占
めているといえる。 
 「管理職との信頼関係の構築」においては、教員評価システムが影響を与えているので
はないかと考えられる。「新しい時代にふさわしい教育基本法と教育振興基本計画の在り方
について（答申）」（中央教育審議会，2003）の中で教員の資質能力の向上が教育上の最重
要課題とされ、教職員評価、優秀な教職員の表彰制度、指導力不足等教員への対応など、
新たなシステム構築を模索し、試行あるいは実施する先行自治体が増加している。教員評
価システムの実施状況に関し、65 教育委員会において、すべての教育職員、すべての学校
で教員評価システムを実施しており、1教育委員会において一部の教育職員・一部の学校で
実施している（文部科学省，2010）。沖縄県内では平成 18 年度より全教職員を対象に行わ
れている。教職員評価システムは自己申告と業績評価の 2 つの柱からなり、目標管理や管
理職との面談及び自己評価を含めた自己申告を取り入れることにより、評価が一方的では
なく、評価者・被評価者の双方間での仕組みとなっている。年に 3回（当初・中間・最終）、
校長・教頭又は事務長との面談を通じて自己目標を設定し、進捗状況・達成状況について
自己評価を行う。その後、教職員の職務遂行の実績やその過程や努力等を評価し、今後の
資質能力の向上に役立てている。自己申告の過程において面談が導入され、校長・教頭又
は事務長と双方向のコミュニケーションをこれまで以上に図ることとなり、管理職と教職
員の信頼関係の構築が一層重要となっている。 
職員評価システムと、ストレスに関わる項目として上位に挙がった「授業実践」・「指導
技術」との関連について、学習指導や学級経営等についても書類としての提出が求められ
るため、自身の実践と向き合う機会が増えたことが関係しているのではないかと考えられ
る。そのため教員が実践に関して自己の専門性を高めることによって、自信を持って管理
職と向き合えるようになるであろう。 
「評価の工夫」についても 28.8％の教員がストレスへつながる専門性としている。この
結果から多くの教員は児童の評価に対し不安を抱えていることがうかがえる。一人ひとり
の実態を的確に把握した上で、さらに児童の発達を捉えることで評価が可能となる。評価
基準は明確されておらず、教員一人ひとりの裁量に任されている現状において、児童の適
格な実態と成長を捉える視点を身につけることが必要である。 
「統制力」、「企画力」、「連絡・調整力」はいずれも全体の 26.9％が自身のストレスとつ
ながる専門性とした。特別支援教育の学校現場では生活単元学習の一部として、授業内容
に遠足等の校外学習、誕生日会、運動会や学習発表会等が含まれている場合が多い。行事
や催し物を企画運営する機会が数多く、現場の教員に対して企画・統制力が求められてい
るのではないかと考えられる。「統制力」、「連絡・調整力」や「同僚との信頼関係の構築」
が上位に挙がっていることからも、特別支援学校という職場は、同僚との関係性の構築能
力が他の職場以上に問われることとなる。 
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今回の調査では「ノンバーバルコミュニケーション」を挙げた教員は一人もいないとい
う結果となった。聴覚障害を対象とした特別支援学校に在籍する教員からの回収数が十分
に得られていなかったとも考えられる。「自傷行為やパニック等の原因分析能力」（9.6％）、
「医療的ケアへの対応」（7.7％）といった専門性の項目については、知的障害、肢体不自由
等を対象とした特別支援学校の教員特有のストレス要因であるとも考えられるため、今後
障害種別ごとの調査及び分析を行う必要があるだろう。 
本研究においては、回収数が 52名と少なく、データを蓄積していく必要はある。また、 
今後こうした特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況とストレス要因の現状を踏
まえ、教員のメンタルヘルス改善のための効果的な対処法を提案することも今後の課題で
ある。 
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第３章 特別支援教育に携わる教員の雇用形態及び勤務地域に関する分析 
 
第１節 問題と目的 
 雇用形態について、高橋（2008）による GHQ28 を用いた調査によると、常勤者は非常
勤者よりもすべての下位尺度である「身体的症状」、「不安と不眠」、「社会的活動障害」、「う
つ傾向」において状態が悪いことが示された。また、労働政策研究所・研修機構（2012）
による調査では、ストレス反応下位尺度である「高揚感」を除く「抑うつ気分」、「不安」、
「怒り」、「身体反応」の得点において、正社員がパート・アルバイト職員よりも有意に高
かった。こうした雇用形態の観点からの特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルスを規
定する要因への影響については、これまで検討されたものはみられない。 
 また、勤務地域によるメンタルヘルスを規定する要因への影響は、一般職の従業員に関
して調査は行われていないものの、教員の勤務地域には離島といった僻地での勤務も存在
する。 
 そこで、本研究では特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルスに影響を与える要因に
ついて、性別、年齢、雇用形態、勤務地域との関連から検討することを目的とした。 
 
第２節 方法 
１．調査対象 
沖縄県における特別支援学校教諭免許状取得を希望する教員 209 名を対象に質問紙調査
を実施した。2013年 7月 22 日（本島）、8月 13 日（離島）の沖縄県教育職員免許法認定
講習の休憩時において、調査の趣旨説明を行いプライバシーの配慮をした上で調査票を合
わせて 209名へ配布、同日中に 173名から回収を行った。 
 
２．調査内容 
フェイスシートでは、回答者の基本属性として性別、年齢、雇用形態、勤務地域につい
てたずねた。また、メンタルヘルスを規定する要因については、ストレッサー尺度、GSES、
コーピング尺度、GHQ28、QOL26を調査項目としてたずねた。 
 
第３節 結果 
１．回収率 
 本研究における調査のアンケート回収数は209名中173名で、回収率は82.8％であった。
また、欠損値についてはペアごとに除外して分析を行った。 
 内訳は、男性 42名（24.3％）、女性 116名（67.1％）、不明 15名（8.7％）であった。ま
た、勤務する地域は本島 114名（65.9%）、離島 59名（34.1%）であり、雇用形態について
は、本務 153名（88.4%）、臨時・非常勤 20名（11.6%）であった。 
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２．回答者の年齢 
 回答者の年齢の平均は 40.0±7.99 歳であり、最小は 24歳、最大は 58歳であった。内訳
は、「40歳以上 45歳未満」と回答した人が一番多く、39名（22.5％）であった。次いで、
「45歳以上 50歳未満」30名（17.3％）、「30歳以上 35歳未満」25名（14.5％）、「35歳以
上 40歳未満」23名（13.3％）、「25歳以上 30歳未満」18名（10.4％）、「50歳以上 55歳
未満」10名（5.8％）、「55歳以上」7名（4.0％）、「25歳未満」1名（0.6％）、不明 20名（11.6％）
であった。 
 年代別の比較を行うために、年齢が 40 歳未満の教員を「若年齢群」、40 歳以上 50 歳未
満の教員を「中年齢群」、50歳以上の教員を「高年齢群」の 3つのカテゴリーに分けた。「若
年齢群」は 67名（43.8％）、「中年齢群」は 69名（45.1％）、「高年齢群」は 17名（11.1％）
となった。 
 
３．男女差の検討 
１）ストレッサー尺度 
 男女差の検討を行うために、ストレッサー尺度について t 検定を行った。その結果、「役
割葛藤」下位尺度(t(157)=0.15,n.s.)、「同僚との関係」下位尺度(t(157)=0.73,n.s.)、「組織風
土」下位尺度(t(157)=0.13,n.s.)、「評価懸念」下位尺度(t(157)=1.47,n.s.)のいずれにおいて
も男女の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－１）。 
 
２）GSES 
男女差の検討を行うために、GSESについて t検定を行った。その結果、「行動の積極性」
下位尺度(t(157)=1.14,n.s.)、「失敗に対する不安」下位尺度(t(157)=1.51,n.s.)、「能力の社会
的位置づけ」下位尺度(t(157)=1.15,n.s.)のいずれにおいても男女の得点差は有意ではなかっ
た（表Ⅲ－１）。 
 
３）コーピング尺度 
男女差の検討を行うために、コーピング尺度について t 検定を行った。その結果、「積極
的対処行動」下位尺度(t(157)=0.48,n.s.)、「適応的対処行動」下位尺度(t(157)=0.70,n.s.)、「逃
避的対処行動」下位尺度(t(157)=1.92,n.s.)のいずれにおいても男女の得点差は有意ではなか
った（表Ⅲ－１）。 
 
４）GHQ28 
 男女差の検討を行うために、GHQ28について t検定を行った。その結果、「不安と不眠」
下位尺度(t(157)=0.64,n.s.)、「社会的活動障害」下位尺度(t(63.09)=1.06,n.s.)、「うつ傾向」
下位尺度(t(157)=0.22,n.s.)において、男女の得点差は有意ではなかった。しかし、「身体的
症状」下位尺度(t(157)=2.04,p<0.05)において、女性が男性よりも有為に尺度得点が高く、
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身体的症状が強く現れていることが示唆された（表Ⅲ－１）。 
 
５）QOL26 
男女差の検討を行うために、QOL26について t検定を行った。その結果、「身体的領域」
下位尺度(t(157)=0.52,n.s.)、「心理的領域」下位尺度(t(59.08)=0.02,n.s.)、「社会的関係」下
位尺度(t(157)=0.63,n.s.)、「環境領域」下位尺度(t(157)=0.83,n.s.)のいずれにおいても男女
の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－１）。 
 
表Ⅲ－１ それぞれの尺度における男女別の尺度得点 
 男性（n＝42） 女性（n＝116） t値 p 
ストレッサー     
役割葛藤 21.45±4.16 21.56±3.83 0.15 n.s. 
同僚との関係 12.45±3.52 12.04±2.93 0.73 n.s. 
組織風土 14.57±2.48 14.63±2.46 0.13 n.s. 
評価懸念 8.81±2.43 9.40±2.13 1.47 n.s. 
GSES     
行動の積極性 3.38±2.32 2.96±1.96 1.14 n.s. 
失敗に対する不安 3.10±1.27 2.78±1.14 1.51 n.s. 
能力の社会的位置づけ 1.93±1.42 1.66±1.22 1.15 n.s. 
コーピング     
積極的対処行動 4.33±1.12 4.23±1.20 0.48 n.s. 
適応的対処行動 3.48±0.83 3.61±1.16 0.70 n.s. 
逃避的対処行動 1.38±1.27 0.99±1.08 1.92 n.s. 
GHQ     
身体的症状 2.71±2.13 3.47±2.04 2.04 * 
不安と不眠 3.19±2.41 2.93±2.18 0.64 n.s. 
社会的活動障害 1.50±1.70 1.19±1.43 1.06 n.s. 
うつ傾向 0.50±0.99 0.55±1.42 0.22 n.s. 
QOL     
身体的領域 3.70±0.68 3.63±0.71 0.52 n.s. 
心理的領域 3.70±0.70 3.70±0.53 0.02 n.s. 
社会的関係 3.44±0.79 3.51±0.65 0.63 n.s. 
環境領域 3.85±0.49 3.92±0.44 0.83 n.s. 
    *p<0.05 
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４．年代別の比較 
１）ストレッサー尺度 
 年代別の比較を行うために、ストレッサー尺度について分散分析を行った。その結果、「役
割葛藤」下位尺度(F(2,152)=2.98,n.s.)、「同僚との関係」下位尺度(F(2,152)=1.45,n.s.)、「組
織風土」下位尺度(F(2,152)=0.85,n.s.)、「評価懸念」下位尺度(F(2,152)=1.65,n.s.)のいずれ
においても年代間の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－２）。 
 
２）GSES 
 年代別の比較を行うために、GSESについて分散分析を行った。その結果、「行動の積極
性」下位尺度(F(2,152)=0.20,n.s.)、「失敗に対する不安」下位尺度(F(2,152)=0.60,n.s.)、「能
力の社会的位置づけ」下位尺度(F(2,152)=0.13,n.s.)のいずれにおいても年代間の得点差は有
意ではなかった（表Ⅲ－２）。 
 
３）コーピング尺度 
 年代別の比較を行うために、コーピング尺度について分散分析を行った。その結果、「積
極的対処行動」下位尺度 (F(2,152)=0.21,n.s.)、「適応的対処行動」下位尺度
(F(2,152)=0.12,n.s.)において、年代間の得点差は有意ではなかった。「逃避的対処行動」下
位尺度(F(2,152)=4.13,p<0.05)においては、若年齢群が高年齢群よりも有為に尺度得点が高
く、逃避的対処行動をとりやすいことが示唆された（表Ⅲ－２）。 
 
４）GHQ28 
 年代別の比較を行うために、GHQ28 について分散分析を行った。その結果、「身体的症
状」下位尺度(F(2,152)=0.54,n.s.)、「不安と不眠」下位尺度(F(2,152)=1.01,n.s.)、「社会的活
動障害」下位尺度(F(2,152)=0.22,n.s.)、「うつ傾向」下位尺度(F(2,152)=0.25,n.s.)のいずれ
においても年代間の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－２）。 
 
５）QOL26 
年代別の比較を行うために、QOL26 について分散分析を行った。その結果、「身体的領
域」下位尺度(F(2,152)=3.04,n.s.)、「心理的領域」下位尺度(F(2,152)=0.16,n.s.)、「社会的関
係」下位尺度(F(2,152)=0.83,n.s.)、「環境領域」下位尺度(F(2,152)=0.27,n.s.)のいずれにお
いても年代間の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－２）。 
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表Ⅲ－２ それぞれの尺度における 3つの年齢群の尺度得点 
 若年齢群 
（n=67） 
中年齢群 
（n=69） 
高年齢群 
（n=17） F p 
ストレッサー      
役割葛藤 20.72±3.27 22.10±4.05 22.59±4.62 2.98 n.s. 
同僚との関係 11.84±3.21 12.58±3.10 11.47±2.10 1.45 n.s. 
組織風土 14.73±2.54 14.55±2.39 13.88±1.80 0.85 n.s. 
評価懸念 9.64±2.55 9.04±1.94 8.82±1.81 1.65 n.s. 
GSES      
行動の積極性 2.94±1.91 3.16±2.15 3.00±2.12 0.20 n.s. 
失敗に対する不安 2.75±1.20 2.91±1.20 3.06±1.20 0.60 n.s. 
能力の社会的位置づけ 1.81±1.17 1.70±1.39 1.71±1.36 0.13 n.s. 
コーピング      
積極的対処行動 4.25±1.34 4.32±0.99 4.12±1.11 0.21 n.s. 
適応的対処行動 3.51±1.19 3.59±0.99 3.59±1.00 0.12 n.s. 
逃避的対処行動 1.36±1.28 1.01±1.02 0.53±0.87 4.13 * 
GHQ      
身体的症状 3.13±1.90 3.51±2.22 3.29±2.29 0.54 n.s. 
不安と不眠 2.84±2.16 3.30±2.31 2.65±2.32 1.01 n.s. 
社会的活動障害 1.22±1.35 1.35±1.58 1.47±1.91 0.22 n.s. 
うつ傾向 0.51±1.26 0.55±1.26 0.76±1.89 0.25 n.s. 
QOL      
身体的領域 3.80±0.66 3.55±0.70 3.46±0.73 3.04 n.s. 
心理的領域 3.69±0.61 3.68±0.56 3.76±0.51 0.16 n.s. 
社会的関係 3.56±0.74 3.45±0.69 3.33±0.61 0.83 n.s. 
環境領域 3.93±0.51 3.91±0.40 3.84±0.39 0.27 n.s. 
     * p<0.05 
 
５．雇用形態別の比較 
１）ストレッサー尺度 
 雇用形態別の比較を行うために、ストレッサー尺度について t 検定を行った。その結果、
「役割葛藤」下位尺度(t(171)=1.51,n.s.)、「同僚との関係」下位尺度(t(171)=0.04,n.s.)、「組
織風土」下位尺度(t(171)=0.37,n.s.)、「評価懸念」下位尺度(t(20.94)=1.21,n.s.)のいずれに
おいても雇用形態間の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－３）。 
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２）一般性セルフ・エフィカシー尺度（GSES） 
雇用形態別の比較を行うために、GSESについて t検定を行った。その結果、「行動の積
極性」下位尺度(t(171)=0.51,n.s.)、「失敗に対する不安」下位尺度(t(171)=0.53,n.s.)「能力
の社会的位置づけ」下位尺度(t(171)=0.70,n.s.)のいずれにおいても雇用形態間の得点差は有
意ではなかった（表Ⅲ－３）。 
 
３）コーピング尺度 
雇用形態別の比較を行うために、コーピング尺度について t検定を行った。その結果、「積
極的対処行動」下位尺度(t(171)=0.19,n.s.)、「適応的対処行動」下位尺度(t(171)=0.29,n.s.)
において雇用形態間の得点差は有意ではなかった。「逃避的対処行動」下位尺度
(t(21.52)=2.16,p<0.05) においては、臨時・非常勤の教員が本務の教員よりも有為に尺度得
点が高く、逃避的対処行動をとりやすいことが示唆された（表Ⅲ－３）。 
 
４）GHQ28 
 雇用形態別の比較を行うために、GHQ28 について t 検定を行った。その結果、「身体的
症状」下位尺度(t(171)=0.63,n.s.)、「不安と不眠」下位尺度(t(171)=0.33,n.s.)、「社会的活動
障害」下位尺度(t(171)=0.37,n.s.)、「うつ傾向」(t(171)=0.86,n.s.)のいずれにおいても雇用
形態間の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－３）。 
 
５）QOL26 
雇用形態別の比較を行うために、QOL26について t検定を行った。その結果、「身体的領
域」下位尺度(t(171)=1.93,n.s.)、「心理的領域」下位尺度(t(171)=1.95,n.s.)、「社会的関係」
下位尺度(t(171)=0.20,n.s.)、「環境領域」下位尺度(t(171)=0.05,n.s.)のいずれにおいても雇
用形態間の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－３）。 
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表Ⅲ－３ それぞれの尺度における雇用形態別の尺度得点 
 本務 
（n＝153） 
臨時・非常勤 
（n＝20） t値 p 
ストレッサー     
役割葛藤 21.93±4.19 20.45±3.44 1.51 n.s. 
同僚との関係 12.32±3.10 12.35±3.60 0.04 n.s. 
組織風土 14.73±2.56 14.5±2.95 0.37 n.s. 
評価懸念 9.12±2.08 10.05±3.36 1.21 n.s. 
GSES     
行動の積極性 3.1±2.06 2.85±2.06 0.51 n.s. 
失敗に対する不安 2.85±1.18 2.7±1.34 0.53 n.s. 
能力の社会的位置づけ 1.76±1.31 1.55±1.15 0.70 n.s. 
コーピング     
積極的対処行動 4.20±1.24 4.25±1.16 0.19 n.s. 
適応的対処行動 3.58±1.13 3.5±0.89 0.29 n.s. 
逃避的対処行動 0.99±1.07 1.75±1.52 2.16 * 
GHQ     
身体的症状 3.37±2.14 3.05±1.73 0.63 n.s. 
不安と不眠 3.02±2.3 3.20±2.17 0.33 n.s. 
社会的活動障害 1.31±1.56 1.45±1.5 0.37 n.s. 
うつ傾向 0.63±1.44 0.35±0.81 0.86 n.s. 
QOL     
身体的領域 3.59±0.74 3.92±0.55 1.93 n.s. 
心理的領域 3.72±0.60 3.44±0.61 1.95 n.s. 
社会的関係 3.47±0.71 3.43±0.68 0.20 n.s. 
環境領域 3.88±0.49 3.89±0.45 0.05 n.s. 
    * p<0.05 
 
６．地域差の検討 
１）ストレッサー尺度 
 地域差の検討を行うために、ストレッサー尺度について t 検定を行った。その結果、「役
割葛藤」下位尺度(t(171)=0.69,n.s.)、「同僚との関係」下位尺度(t(171)=0.15,n.s.)、「組織風
土」下位尺度(t(171)=0.96,n.s.)、「評価懸念」下位尺度(t(171)=1.76,n.s.)のいずれにおいて
も地域間の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－４）。 
 
２）一般性セルフ・エフィカシー尺度（GSES） 
 地域差の検討を行うために、GSESについて t検定を行った。その結果、「行動の積極性」
下位尺度(t(171)=0.79,n.s.)、「失敗に対する不安」下位尺度(t(171)=0.68,n.s.) において、地
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域間の得点差は有意ではなかった。「能力の社会的位置づけ」下位尺度(t(171)=2.75,p<0.01) 
においては、離島の教員が本島の教員よりも有為に尺度得点が低く、自身に能力や知識、
世の中に貢献できる力について自信を持つことができていないということが示唆された
（表Ⅲ－４）。 
 
３）コーピング尺度 
地域差の検討を行うために、コーピング尺度について t 検定を行った。その結果、「適応
的対処行動」下位尺度(t(171)=1.08,n.s.)、「逃避的対処行動」下位尺度(t(171)=1.01,n.s.)に
おいて、地域間の得点差は有意ではなかった。「積極的対処行動」下位尺度
(t(171)=2.52,p<0.05)においては、離島の教員の方が本島の教員よりも有為に尺度得点が低
く、積極的対処行動をとりにくいことが示唆された（表Ⅲ－４）。 
 
４）GHQ28 
 地域差の検討を行うために、GHQ28について t検定を行った。その結果、「身体的症状」
下位尺度(t(171)=0.03,n.s.)、「不安と不眠」下位尺度(t(171)=0.03,n.s.)、「社会的活動障害」
下位尺度(t(171)=0.99,n.s.)、「うつ傾向」下位尺度(t(171)=0.05,n.s.)のいずれにおいても地
域間の得点差は有意ではなかった（表Ⅲ－４）。 
 
５）QOL26 
地域差の検討を行うために、QOL26について t検定を行った。その結果、「心理的領域」
下位尺度(t(171)=0.24,n.s.)、「社会的関係」下位尺度(t(152.07)=1.52,n.s.)、「環境領域」下
位尺度(t(171)=1.35,n.s.)において、地域間の得点差は有意ではなかった。「身体的領域」下
位尺度(t(142.75)=2.04,p<0.05)においては、地域間の得点差は 5％水準で有意であった（表
Ⅲ－４）。 
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表Ⅲ－４ それぞれの尺度における地域別の尺度得点 
 本島（n＝114） 離島（n＝59） t値 p 
ストレッサー     
役割葛藤 21.91±4.47 21.46±3.39 0.69 n.s. 
同僚との関係 12.30±3.06 12.37±3.35 0.15 n.s. 
組織風土 14.84±2.49 14.44±2.81 0.96 n.s. 
評価懸念 9.01±2.18 9.64±2.39 1.76 n.s. 
GSES     
行動の積極性 3.16±2.05 2.9±2.08 0.79 n.s. 
失敗に対する不安 2.88±1.18 2.75±1.24 0.68 n.s. 
能力の社会的位置づけ 1.93±1.30 1.37±1.19 2.75 ** 
コーピング     
積極的対処行動 4.37±1.11 3.88±1.38 2.52 * 
適応的対処行動 3.63±1.06 3.44±1.18 1.08 n.s. 
逃避的対処行動 1.02±1.10 1.20±1.24 1.01 n.s. 
GHQ     
身体的症状 3.33±2.03 3.32±2.25 0.03 n.s. 
不安と不眠 3.04±2.34 3.03±2.17 0.03 n.s. 
社会的活動障害 1.25±1.61 1.49±1.43 0.99 n.s. 
うつ傾向 0.61±1.46 0.59±1.25 0.05 n.s. 
QOL     
身体的領域 3.56±0.77 3.77±0.61 2.04 * 
心理的領域 3.70±0.64 3.67±0.54 0.24 n.s. 
社会的関係 3.41±0.77 3.57±0.56 1.52 n.s. 
環境領域 3.85±0.51 3.95±0.42 1.35 n.s. 
* p<0.05    ** p<0.01 
 
第４節 考察 
１．性別、年齢とメンタルヘルスを規定する要因の関連 
 性別について、GHQの下位尺度「身体的症状」において、男女間に有意な得点差が認め
られ、女性の方が男性よりも高い得点を示し、身体的症状が強く現れていることが示唆さ
れた。 
 これまでの教員のメンタルヘルスの先行研究からも、女性の方が男性よりもストレスが
高いという見方が一般的であるとされており、その原因としては家事・育児などの性役割
に起因する多忙感などが挙げられている（田上・山本・田中，2004）。現代は共働きの家庭
が多く、家事や育児の分担がなされつつあるが、それでも女性の家庭での役割は男性より
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も多いため、疲れや身体的症状としてあらわれているとも考えられる。また、特別支援教
育に携わる教員の職場環境として、デスクワークだけでなく、児童生徒の支援の中では身
体を使う場面も多い。そうした、今回のストレッサー尺度では測ることのできていない職
務内容によるストレスも、女性の身体的負担に影響を与えていると考えられる。 
 年齢について、コーピングの下位尺度「逃避的対処行動」において、40歳未満の「若年
齢群」と 50歳以上の「高年齢群」の間に有意な得点差が認められ、若年齢群の教員の方が
高年齢群の教員よりも逃避的対処行動をとるということが示唆された。 
40歳未満の若い教員はまだ経験が浅く、問題が起きた時に経験を活かして対処するとい
うことが難しいため、問題から逃れるような対処行動を取りやすいのではないかと考えら
れる。 
 
２．雇用形態とメンタルヘルスの関連 
コーピングの下位尺度「逃避的対処行動」において、「本務」と「臨時・非常勤」の間に
有意な得点差が認められ、臨時・非常勤の教員の方が本務の教員よりも逃避的対処行動を
とりやすいことが示唆された。 
臨時や非常勤での採用においても、児童・生徒や保護者から見て教員であることに相違
ないため、本務教員と同等の責任を持って職務に臨む。しかし、経験の乏しさや立場の違
いを気にすることで意見を述べられず、危険や失敗を承知で問題に対面することができな
いことにより、物理的・心理的に問題から逃避する、場合によっては食物や趣味などに逃
げるといった対処行動をとりやすいのではないかと考えられる。半年や一年と契約期間の
短い臨時採用や、時間給の非常勤講師は、次回の教員採用試験に向けての対策も同時に行
っていることも多く、安定して職務に専念できない状況にある。臨時・非常勤の教員の割
合は、全国平均が 6.9％であるにも関わらず、沖縄県は 17.7％と全国で最も低い（文部科学
省，2011）が、本務教員の増員や、臨時・非常勤の教員が安定して職務に専念できる環境
を整える等の取り組みが必要だと考えられる。 
 
３．地域とメンタルヘルスの関連 
 GSESの下位尺度「能力の社会的位置づけ」において「本島」と「離島」の間に有意な
得点差が認められ、離島の教員は本島の教員よりも、人と比べて自分に優れた能力や知識、
世の中に貢献できる力があると感じることができていないということが示された。また、
コーピングの下位尺度「積極的対処行動」においても有意な得点差が認められ、離島の教
員の方が本島の教員よりも積極的対処行動がうまく働いていないことが示唆された。さら
に、QOLの下位尺度「身体的領域」においても有意な得点差が認められ、離島の教員の方
は本島の教員よりも日常生活動作や睡眠・休養、仕事の能力等の身体的領域における主観
的幸福観が高いことが明らかとなった。 
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 原田・村田・進野ら（2006）は、離島における教育の実情と課題を調査し、教員にとっ
ての離島の問題点として、教材研究などの資料や図書を求めることが難しいということを
挙げている。離島では、教員の求める指導法や教材、資料等を入手しにくい環境にあり、
情報を得にくい環境の中におかれることで、本島の教員よりも自身の能力を肯定的に捉え
ることができていないとも考えられる。インターネットの普及や交通の便の発達が著しい
現在、こうした状況は改善されつつあるのではないかと考えられるが、研修の機会の確保
等、情報を入手する環境について格差がないよう各学校や教育委員会による対応が望まれ
る。 
 離島については、保護者があまり教育に執着心がないことや、学校と地域との交流が盛
んであり教員と子どもの関係が親しく、どの子にも目の行き届くゆとりのある教育環境で
ある（原田・村田・進野ら，2006）といった報告がある。問題解決に向けた行動や、今で
き得ることに取り組む等といった積極的な対処には至りにくい一方で、離島の教員の身体
的領域における主観的幸福観が高くなったのは、こうした職務を行う環境も関係している
のではないかと考えられる。また、今回の調査対象となった離島は一島のみであり、一部
の離島における限定的な調査となったため、今後は幾つかの離島を対象とした調査及び分
析が必要であろう。 
 サンプリングの課題として、年齢や雇用形態について人数の偏りがみられたことや、特
別支援学校教諭免許状取得を希望する未取得の教員を対象としたため、特別支援教育に携
わってきた経験等についても偏りがあったとも考えられる。本稿では、こうしたサンプリ
ングによるバイアスが影響している可能性があるため、今後は調査対象を拡げ、さらに上
記のような影響要因を取り除いた上での分析を行うことを今後の課題としたい。 
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第４章 特別支援教育に携わる職場環境に関する分析 
 
第１節 問題と目的 
これまでの研究から、従業員のストレスに影響する背景的要因として数多くの要因が明
らかにされてきている。しかし、個々の背景的要因の一部が一時的に除去されたとしても、
組織風土の中にストレスを助長する要素が含まれたままであれば、いずれまた同様の職業
ストレスが生じるということが指摘されている（坂田・岩永・横山，2006）。したがって、
ストレスのない職場づくりのためには、職場の組織風土を捉えたうえで、組織風土と職業
性ストレスとの関係について検討する必要があり、労働政策研究所・研修機構（2012）に
より従業員を対象とした調査が行われている。 
しかし、特別支援教育に携わる教員においては、職場環境といった要因について、メン
タルヘルスを規定する要因との関連がこれまでに明らかにされていない。そこで本章では、
特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況と職場環境の関連を検討することを目的
とする。 
 
第２節 方法 
１．調査対象 
沖縄県内の A特別支援学校に勤務する 106名の教職員を対象に質問紙調査を実施した。 
 
２．手続き 
2011年 7月 21日特別支援教育夏季研修において、調査の趣旨説明を行いプライバシー
の配慮をしたうえで調査票を 106名へ配布、同日中に 106名から回収を行った。希望者に
は、メンタルヘルスチェックの分析結果を封筒に厳封のうえで各自へ配布した。その際に
おいても、No．の記入された引き換え券を取り外し、その用紙と引き換えに分析結果を配
布することで、個人情報の漏洩が決してないよう配慮した。 
 
３．調査内容 
フェイスシートでは、回答者の基本属性として性別・年齢・教職経験年数についてたず
ね、また GHQ28、およびワークシチュエーション尺度を調査項目とした。今回の調査では、
ワークシチュエーション尺度の質問文にある「顧客」は「児童生徒または保護者」、「経営
者」は「校長または教育委員会」と、教育現場に置き換えて回答するものとした。 
 
第３節 結果 
１． フェイスシート 
１）回収率 
 本研究における調査のアンケート回収率は 106名中、有効回答数は 106名で、回収率は
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100.0％であった。内訳は、男性 32名（30.2％）、女性 67名（63.2％）、不明 7名（6.6％）
であった。 
 
２）回答者の年齢 
回答者の年齢については、「40以上 45歳未満」と回答した人が一番多く、22名（20.8％）
であった。次いで、「25歳以上 30 歳未満」が 19名（17.9％）、「35 歳以上 40 歳未満」が
18名（17.0％）、「30歳以上 35歳未満」が 15名（14.2％）、「45歳以上 50歳未満」が 11
名（10.4％）、「50歳以上 55歳未満」が 5名（4.7％）、「55歳以上」が 4名（3.8％）、「25
歳未満」が 3名（2.8％）であった。「不明」は 9名（8.5％）であった。 
 
３）回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は、12.4±8.0年、最大は 30年 4ヵ月、最小は 3ヶ月で
あった。 
通算教職経験年数が 0年から 10年未満の教員を「若手教員群」、10年以上 20年未満の
教員を「中堅教員群」、20年以上の教員を「ベテラン教員群」とした。その結果、「若手教
員群」は38名（35.8％）、「中堅教員群」は31名（29.2％）、「ベテラン教員群」は18名（17.0％）、
そして、「不明」は 19名（17.9％）であった。 
 
２．ワークシチュエーション尺度 
１）男女差の検討 
 男女差の検討を行うために、ワークシチュエーション尺度についてｔ検定を行った。表
３に男女別の各平均点等を示す（表Ⅳ－１）。その結果、いずれの下位尺度においても男女
の得点差は有意ではなかった。 
 
表Ⅳ－１  男女別の平均値と SDおよびｔ検定の結果 
 
男性（ｎ＝28） 
 
女性（ｎ＝65）  
 
 
平均 SD 
 
平均 SD ｔ値 p 
職務 73.73 14.03 
 
74.83 10.02 0.36 n.s. 
上司やリーダー 47.23 7.75  48.31 7.30 0.62 n.s. 
同僚や顧客との関係 46.92 7.00  46.98 6.00 0.04 n.s. 
ビジョン・経営者 56.58 9.26  57.55 8.27 0.49 n.s. 
処遇・報酬 27.12 5.59  27.88 5.13 0.62 n.s. 
能力開発・福利厚生・
生活サポート 
55.08 7.87  56.86 9.38 0.86 n.s. 
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２）通算教職経験年数の比較 
通算教職経験年数の 3 つのグループ「若手教員群」、「中堅教員群」、「ベテラン教員群」
を独立変数、「ワークシチュエーション尺度（６下位尺度）」を従属変数とした分散分析を
行った。表Ⅳ－２に 3群の各平均点等を示す。 
その結果、「能力開発・福利厚生・生活サポート」において、F(2, 86)=3.06であり 5％水
準で有意な群間差がみられ、「若手教員群」の方が「ベテラン教員群」より得点が高いとい
う結果が得られた。 
 
表Ⅳ－２  3群のワークシチュエーション下位尺度平均点 
  若手教員群 中堅教員群 ベテラン教員群 F p 
職務 75.50 73.87 72.33 0.52 n.s. 
上司やリーダー 49.45 47.74 44.78 2.50 n.s. 
同僚や顧客との関係 48.18 45.58 44.94 2.45 n.s. 
ビジョン・経営者 59.00 55.68 54.50 2.31 n.s. 
処遇・報酬 28.29 27.48 25.56 1.74 n.s. 
能力開発・福利厚生・生
活サポート 
58.42 54.74 52.83 3.23 * 
*p<0.05 
 
３． GHQ28とワークシチュエーション尺度の関連 
 ワークシチュエーション尺度（６下位尺度）と GHQ28（４下位尺度）について尺度得点
間の Pearsonの積率相関係数を求めた（表Ⅳ－３）。 
 その結果、GHQ下位尺度と有意な相関が得られたワークシチュエーション尺度は「職務」
と「社会的活動障害」（r=-0.250, p<0.05）、「同僚や顧客との関係」と「社会的活動障害」
（r=-0.201, p<0.05）であった。 
 
表Ⅳ－３ ワークシチュエーション尺度と GHQ下位尺度の相関 
  GHQ28 
  身体的症状 不安と不眠 社会的活動障害 うつ傾向 
職務 -0.065 -0.051 -0.250* -0.148 
上司やリーダー 0.037 0.069 -0.006 -0.089 
同僚や顧客との関係 -0.040 -0.133 -0.201* -0.147 
ビジョン・経営者 -0.022 -0.033 -0.070 -0.041 
処遇・報酬 -0.115 -0.092 -0.086 0.004 
能力開発・福利厚生・生
活サポート 
-0.067 -0.054 -0.152 0.059 
*p<0.05 
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第４節 考察 
１． ワークシチュエーション尺度 
特別支援学校におけるワークシチュエーションの検討において、男女差とは関連がみら
れなかった。また、「能力開発・福利厚生・生活サポート」と教職経験年数の間で有意な群
間差がみられ、「若手教員群」の方が「ベテラン教員群」より得点が高いという結果が得ら
れた。これはベテラン教員群の方が若手教員群に比べ、能力開発・福利厚生・生活サポー
トの面で満足していないことを示している。若手教員にとって日々の実践がそのまま自身
の能力開発へつながっているが、ベテラン教員にとって、職務で必要な技術や知識におい
て能力開発へつながる教育や研修が行われていないことも考えられる。教育や研修が、そ
れぞれの希望や要望を十分に反映した内容となることが必要とされる。沖縄県の公立小・
中・高校、特別支援学校に在籍する本務職員 12,760人を対象とした教職員の勤務の実態や
意識に関する分析委員会（2008）による調査では、「日頃、悩んでいること」について、「特
になし」（29.4％）が最も多く、次いで「教員としての適性」（24.4％）、「子育て」（9.8％）、
「自分の病気」（6.7％）の順であった。教員としての適性に悩んでいる教員の割合が約４分
の１を占め、他の悩みに比べて特に多い結果となっており、能力開発の環境調整が望まれ
る。 
また、ベテラン教員にとって福利厚生・生活サポートは若手教員に比べ満足していない。
これは、教職経験が増すほど会議や出張など時間を割く職務を任され、休日や休暇を満足
にとることができていないと考えられる。仕事量に加え、職務への責任を負うベテラン教
員にとって育児休暇や介護休暇等の支援制度の利用は困難となる。仕事と生活が両立する
よう十分な配慮が必要である。 
 
２．GHQとワークシチュエーション尺度の関連 
 GHQ下位尺度と有意な相関が得られたワークシチュエーション尺度の下位尺度は「職務」
と「社会的活動障害」、「同僚や顧客との関係」と「社会的活動障害」であった（顧客は児
童生徒または保護者とし、教育現場に置き換えて回答するものとした）。職務または同僚や
顧客との関係に不満があるほど、社会的活動障害へつながることが示された。 
職務への達成感、仕事を通じて自分自身が成長したという実感、経験を積むことでより
高度な仕事が与えられるといった職務へのやりがいを感じることができないことで、いつ
もより物事がうまくいかないと感じる、何かするのに余計に時間がかかる等、メンタルヘ
ルスへの影響が現れる。また、同僚や児童生徒または保護者との関係に満足できない場合
に、教員は身体的症状や不眠など表立った症状はみられず、一人で不安を抱え込んでしま
う状況にある。こうした深刻な教員のメンタルヘルスの現状を踏まえ、教員自身がストレ
スへどのような対処をすべきか、周囲がどのように職場環境を整えていくべきかを今後検
討していく必要がある。 
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第５章 特別支援教育に携わる教員の免許状種別に関する分析 
  
第一節 問題と目的 
教職員の勤務の実態や意識に関する分析委員会（2008）が、沖縄県の公立小・中・高校、
特別支援学校に在籍する本務職員 12,760 人を対象にした調査を実施した。その結果、「日
頃、悩んでいること」について、「特になし」（29.4％）が最も多く、次いで「教員としての
適性」（24.4％）、「子育て」（9.8％）、「自分の病気」（6.7％）の順であった。「教員としての
適性」に悩んでいる教員の割合が約４分の１を占め、他の悩みに比べて特に多い結果となっ
ている。特殊教育から特別支援教育へと大きな転換が図られ、障害種の拡大や重度・重複化
に伴う一人一人のニーズに応じた適切な指導・支援の要求水準の引き上げや、学校と福祉・
医療・保健・労働機関等との連携など特別支援教育を担う教員に求められる専門性は非常に
高まっている。 
特別支援学校教諭免許状は、学校種に対応した免許状として、特別支援学校の教員が有す
るものとしつつ、小・中学校における特殊学級や通級による指導を担当する教員や、LD・
ADHD・高機能自閉症等の幼児児童生徒に対する特別な指導を担当する教員の専門性向上
にも資するものとして位置付けることが適当である（文部科学省，2005）。 
免許状種別について、一般職種における資格ごとのメンタルヘルスを規定する要因への
影響に関する研究はこれまでみられないが、特別支援教育に携わる教員について影響を与
える要因と考えられる。 
そこで本章では、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルスを規定する要因と特別支
援学校教諭免許状の種別との関連について検討することを目的とする。 
 
第２節 方法 
１．調査対象 
沖縄県内の A特別支援学校に勤務する 106名の教職員を対象に質問紙調査を実施した。 
 
２．手続き 
2011 年 7 月 21 日に開催された特別支援教育夏季研修「テーマ：メンタルヘルスチェッ
クについて」の会場において、研修参加者全数にあたる 106 名に対して調査の趣旨説明を
行った。プライバシーの配慮をしたうえで調査票を配布し、希望者のみ回答するよう説明し
た。その結果同日中に 106 名から回答が寄せられた。希望者には後日、メンタルヘルスチ
ェックの分析結果を封筒に厳封のうえで各自へ配布した。その際においても、No．の記入
された引き換え券を取り外し、その用紙と引き換えに分析結果を配布することで、個人情報
の漏洩が決してないよう配慮した。 
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３．調査内容 
 フェイスシートでは、回答者の基本属性として性別・年齢・教職経験年数についてたずね
た。また、メンタルヘルスを規定する要因として、ストレッサー尺度（高木・田中，2003）、
ワークシチュエーション尺度、コーピング尺度、GHQ28（中川・大坊、1985）を調査項目
とした。 
 
第３節 結果 
１．フェイスシート 
１）回収率 
 本調査におけるアンケート回収率は 106 名中 106 名で、回収率は 100.0％であった。ま
た、欠損値についてはペアごとに除外して分析を行った。内訳は、男性 32名（30.2％）、女
性 67名（63.2％）、不明 7名（6.6％）であった。 
 
２）回答者の年齢 
回答者の年齢については、「40以上 45歳未満」と回答した人が一番多く、22名（20.8％）
であった。次いで、「25歳以上 30 歳未満」が 19名（17.9％）、「35 歳以上 40 歳未満」が
18名（17.0％）、「30歳以上 35歳未満」が 15名（14.2％）、「45歳以上 50歳未満」が 11
名（10.4％）、「不明」は 9名（8.5％）、「50歳以上 55歳未満」が 5名（4.7％）、「55歳以
上」が 4名（3.8％）、「25歳未満」が 3名（2.8％）であった。 
 
３）回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は、12.4±8.0年、最大は 30年 4ヵ月、最小は 3ヶ月で
あった。 
 
４）特別支援学校教諭免許状の種類 
回答者の特別支援学校教諭免許状の種類については、「二種」と回答した人が最も多く、
37名（42.0%）であった。次いで、「未取得」が 27名（30.7%）、「一種」が 21名（23.9%）、
「専修」が 3 名（3.4%）であった。回答者の特別支援学校教諭免許状の種類にばらつきが
あったため、「未取得群」、「専修・一種群」、「二種群」の３つのカテゴリーに分類した。そ
の結果、「未取得群」は 27名（30.7%）、「専修・一種群」は 24名（27.3％）、「二種群」は
37名（42.0％）であった。 
 
２．特別支援学校教諭免許状の種類との関連 
１）ストレッサー尺度 
特別支援学校教諭免許状の種類の３つのグループ「未取得群」、「専修・一種群」、「二種群」
を独立変数、ストレッサーの下位尺度「役割葛藤」、「同僚との関係」、「組織風土」、「評価懸
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念」を従属変数とした分散分析を行った。表Ⅴ－１に各下位尺度の群別得点と分散分析の結
果を示す。その結果、「役割葛藤」において、F(2, 85)=3.56であり 5％水準で有意な群間差
がみられ、「二種群」の方が「未取得群」より得点が高いという結果が得られた。また、「同
僚との関係」において F(2, 85)=3.48 であり、5％水準で有意な群間差がみられ、「二種群」
の方が「専修・一種群」より得点が高いという結果が得られた。 
 
表Ⅴ－１ 3群のストレッサー下位尺度平均点 
 未取得群 
（n=27） 
専修・一種群 
（n=24） 
二種群 
（n=37） 
F p 
役割葛藤 18.07±3.69 18.58±2.70 20.14±3.19 3.56 * 
同僚との関係 10.78±2.78 9.67±2.68 11.41±2.19 3.48 * 
組織風土 13.04±2.31 13.63±3.33 14.05±2.80 1.01 n.s. 
評価懸念 9.48±2.28 9.54±2.47 9.62±2.10 0.03 n.s. 
* p<0.05  
 
２）ワークシチュエーション尺度 
 特別支援学校教諭免許状の種類の３つのグープ「未取得群」、「専修・一種群」、「二種群」
を独立変数、ワークシチュエーション尺度の下位尺度「職務」、「上司やリーダー」、「同僚や
顧客との関係」、「ビジョン・経営者」、「処遇・報酬」、「能力開発・福利厚生・生活サポート」
を従属変数とした分散分析を行った。表Ⅴ－２に各下位尺度の群別得点と分散分析の結果
を示す。その結果、「処遇・報酬」において F(2, 85)=3.31であり、5％水準で有意な群間差
がみられ、「専修・一種群」の方が「二種群」より得点が高いという結果が得られた。 
 
表Ⅴ－２ 3群のワークシチュエーション下位尺度平均点 
 未取得群 
（n=27） 
専修・一種群 
（n=24） 
二種群 
（n=37） 
F p 
職務 73.30±11.38 77.71±11.37 73.73±11.27 1.19 n.s. 
上司やリーダー 48.15±6.75 48.50±7.79 48.11±7.64 0.02 n.s. 
同僚や顧客との関係 47.04±5.47 47.88±7.54 46.19±5.84 0.54 n.s. 
ビジョン・経営者 57.26±9.74 58.29±9.57 57.03±6.51 0.17 n.s. 
処遇・報酬 27.30±5.33 29.71±5.81 26.27±4.48 3.31 * 
能力開発・福利厚生・生
活サポート 
57.26±9.12 58.04±8.52 54.32±9.23 1.49 n.s. 
* p<0.05  
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３）コーピング尺度 
特別支援学校教諭免許状の種類の３つのグループ「未取得群」「専修・一種群」「二種群」
を独立変数、コーピングの下位尺度「積極的対処行動」「適応的対処行動」「逃避的対処行動」
を従属変数とした分散分析を行った。表Ⅴ－3に各下位尺度の群別得点と分散分析の結果を
示す。その結果、「適応的対処行動」において F(2，85)=3.28であり、5％水準で有意な群間
差がみられ、「専修・一種群」の方が「二種群」より得点が高いという結果が得られた。ま
た、「逃避的対処行動」において F(2，85)=4.98であり、1％水準で有意な群間差がみられ、
「専修・一種群」の方が「二種群」より得点が高いという結果が得られた。 
 
表Ⅴ－３ 3群のコーピング下位尺度平均点 
 未取得群 
（n=27） 
専修・一種群 
（n=24） 
二種群 
（n=37） 
F p 
積極的対処行動 4.15±0.95 4.17±1.49 4.19±1.20 0.01 n.s. 
適応的対処行動 3.56±1.01 3.83±0.96 3.16±1.07 3.28 * 
逃避的対処行動 1.26±1.10 1.58±1.10 0.76±0.93 4.98 ** 
* p<0.05  ** p<0.01 
 
４）GHQ28 
 特別支援学校教諭免許状の種類の３つのグループ「未取得群」、「専修・一種群」、「二種群」
を独立変数、GHQ28の下位尺度「身体的症状」、「不安と不眠」、「社会的活動障害」、「うつ
傾向」を従属変数とした分散分析を行った。表Ⅴ－４に各下位尺度の群別得点と分散分析の
結果を示す。その結果、「不安と不眠」において F(2，85)=4.21であり、5％水準で有意な群
間差がみられ、「二種群」の方が「未取得群」より得点が高いという結果が得られた。 
 
表Ⅴ－４ 3群の GHQ28下位尺度平均点 
 未取得群 
（n=27） 
専修・一種群 
（n=24） 
二種群 
（n=37） 
F p 
身体的症状 2.74±1.83 3.58±2.17 3.65±1.93 1.89 n.s. 
不安と不眠 2.30±1.68 3.13±2.11 3.73±2.02 4.21 * 
社会的活動障害 0.85±1.17 1.50±1.98 1.57±1.86 1.52 n.s. 
うつ傾向 0.44±0.97 0.83±1.61 0.70±1.24 0.62 n.s. 
* p<0.05  
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第４節 考察 
１．ストレッサー尺度 
特別支援学校教諭免許状の種類の３つのグループ「未取得群」、「専修・一種群」、「二種群」
とストレッサー尺度との関連において有意な得点差が認められ、「二種群」は「未取得群」
よりも「役割葛藤」を感じ、「二種群」は「専修・一種群」よりも「同僚との関係」にスト
レスを感じていることが示された。これより、特別支援学校教諭二種免許状を取得している
教員は、特別支援教育免許状未取得の教員と比較して自分の能力以上の仕事をすることを
求められていると感じているといえる。二種免許状を持つことで専門性を身に付けている
ことされるが、実際には役割をこなせず、周りと比べて能力不足を感じ苦悩しているのでは
ないかと考えられる。 
また、「二種群」は「専修・一種群」に比べ「同僚との関係」をストレスと感じている。
二種群は自身の専門性への不安があり、普段の実践の中で同僚からの目を気にしているの
ではないかと考える。一つの教室に複数の教員が集まった授業構成が特別支援教育の学校
現場では多々あり、教員同士で接する機会が多いため、他の教員からの視線が絶えない環境
に置かれている。こうした環境が、専門性に自信のない教員のメンタルヘルスへ影響を与え
ていると考えられる。 
 
２．ワークシチュエーション尺度 
特別支援学校教諭免許状の種類の３つのグループ「未取得群」、「専修・一種群」、「二種群」
とワークシチュエーション尺度との関連において有意な得点差が認められ、「専修・一種群」
は「二種群」よりも「処遇・報酬」に満足していないことが示された。 
 免許状の種類によって昇進・昇格や給与の考慮があるわけではなく、また教員の職場組織
では各人の希望に沿ったキャリア・コースが用意されているとは言い難い。十分なポストや
活躍の場が用意されていないなか、教員は各自それぞれが職務への意欲や向上心を保ち続
けることは困難になっていくのではないか。こうした職場環境がモチベーションの低下に
つながり、メンタルヘルス悪化の要因となると考える。 
 
３．コーピング尺度 
特別支援学校教諭免許状の種類の３つのグループ「未取得群」、「専修・一種群」、「二種群」
とコーピング尺度との関連において有意な得点差が認められ、「二種群」は「専修・一種群」
よりも適応的対処行動・逃避的対処行動がうまく働いていないことが示された。 
 上記のように「二種群」が「役割葛藤」や「同僚との関係」に悩むなか、さらにコーピン
グまでうまく働かなければ、メンタルヘルスの悪化は加速していくものと考えられる。メン
タルヘルス研修の実施により、ストレスの気づきと対処方法等への取り組みが今後求めら
れるであろう。 
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４．GHQ28 
特別支援学校教諭免許状の種類の３つのグループ「未取得群」、「専修・一種群」、「二種群」
と GHQ28との関連において有意な得点差が認められ、「二種群」は「未取得群」よりも「不
安と不眠」を感じていることが示された。 
 特別支援学校教諭二種免許状を保有する教員が日々不安と不眠に悩まされながら、職務
へとついていることが明らかとなった。こうした状況は、教員が児童生徒と向き合う余裕を
失うことにつながってしまう。実践活動のなかで自身の能力不足を感じた場合に、専門性を
高められる学びの機会が十分に整っておらず、またそのような機会に足を運ぶ時間も取れ
ない現状にある。また、現行の特別支援教育二種免許状取得の制度では、単位数も少なく十
分な専門性を得られないまま免許が与えられ、専門性に自信のない教員を増やすことにつ
ながっているのではないかと考える。今も不安と不眠に悩まされる教員のためにも、専門性
の確保やメンタルヘルス・サポートの充実等といった対応が迅速に求められるべきである。 
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第６章 特別支援教育に携わる教員の専門性に関する分析 
 
第１節 問題と目的 
「教員の地位に関する勧告」（UNESCO，1966）では教員の仕事を専門職として定義し、
「厳しい継続的な研究を経て獲得される専門的知識及び特別な技術を要求する公共的業務」
と規定し、障害児教育教員の「専門性」は、複雑な教育的ニーズを抱えた障害児の増加を
踏まえ、通常教育教員との専門性の差異は量的な差異とともに質的な差異も包含している
（清水，2003）。 
教職員の勤務の実態や意識に関する分析委員会（2008）によって沖縄県の公立小・中・
高校、特別支援学校に在籍する本務職員 12,760 人を対象にした調査が行われ、「日頃、悩
んでいること」について、「特になし」（29.4％）が最も多く、次いで「教員としての適性」
（24.4％）、「子育て」（9.8％）、「自分の病気」（6.7％）の順であった。「教員としての適性」
悩んでいる教員の割合が約４分の１を超えており、他の悩みに比べて特に多い結果となっ
ている。 
特殊教育から特別支援教育へと変わり、障害種の拡大・重度・重複化に伴う一人一人の
ニーズに応じた適切な指導及び支援の必要性、学校と福祉・医療・保健・労働機関等との
連携など特別支援教育教員に求められる専門性は非常に高まっていると言える。こうした
現状の中で特別支援教育に携わる教員のストレスも高まっていくことが考えられる。 
専門性について、一般職における専門性や資格ごとのメンタルヘルスを規定する要因へ
の影響に関する研究はこれまでみられないが、特別支援教育に携わる教員について影響を
与える要因と考えられる。 
そこで本章では、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルスを規定する要因と専門性
との関連について分析することを目的とする。 
 
第２節 方法 
１．調査対象 
特別支援学校教諭免許状未取得で、障害児の指導を担当している教員 157名を対象に質
問紙調査を実施した。 
 
２．手続き 
2009年 8月 5日の沖縄県教育職員免許法認定講習の休憩時において、調査の趣旨説明を
行いプライバシーの配慮をしたうえで調査票を 103名へ配布、同日中に 94名から回収を行
った。 
 
３．調査内容 
フェイスシートでは、回答者の基本属性として性別・年齢・教職経験年数についてたずね
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た。また、教員としての専門性・特別支援教育教員としての専門性の自覚度（自作）、バー
ンアウト尺度、ストレッサー尺度、コーピング尺度、GHQ28を調査項目とした。専門性の
自覚度（自作）については、適当な尺度がなかったため、「教員としての専門性をどの程度
身につけていると思いますか？」、「特別支援教育についての専門性をどの程度身につけて
いると思いますか？」の各１項目で専門性についてたずね、「１．ほとんど身についていな
い」、「２．あまり身についていない」、「３．どちらともいえない」、「４．やや身について
いる」、「５．よく身についている」の 5件法で回答するものとした。 
 
第３節 結果 
１． フェイスシート 
１）回収率 
 本研究における調査のアンケート回収率は 103 名中、有効回答数は 94 名で、回収率は
91.3％であった。内訳は、男性 27 名（28.7％）、女性 65 名（69.1％）、不明 2 名（2.1％）
であった。 
 
２）回答者の年齢 
回答者の年齢については、「35歳以上 40歳未満」と回答した人が一番多く、27名（28.7％）
であった。次いで、「40歳以上 45 歳未満」が 23名（24.5％）、「30 歳以上 35 歳未満」が
16名（17.0％）、「45歳以上 50歳未満」が 12名（12.8％）、「50歳以上 55歳未満」が 6名
（6.4％）、「25歳以上 30歳未満」が 5名（5.3％）、「55歳以上」が 2名（2.1％）、「25歳未
満」が 0名（0.0％）、不明は 3名（3.2％）であった。 
 
３）回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は 14.7年（SD 6.6年）であった。最大は 29年、最小
は 2年 4ヵ月であった。 
通算教職経験年数が 1年から 10年未満の教員を「若手教員群」、10年以上 20年未満の
教員を「中堅教員群」、20 年以上の教員を「ベテラン教員群」とした結果、「若手教員群」
は 25名（27.5％）、「中堅教員群」は 38名（41.8％）、「ベテラン教員群」は 28名（30.8％）
となった。 
  
４）教員としての専門性の到達度 
回答者の教員としての専門性の到達度については、「身についている」と回答した人が最
も多く、38名（40.9％）であった。次いで、「どちらともいえない」が 30名（32.3％）、「あ
まり身についていない」が 22 名（23.7％）、「よく身についている」が 2 名（2.2％）、「ほ
とんど身についていない」が 1名（1.1％）であった。教員としての専門性が「ほとんど／
あまり身についていない」と答えた教員は、全体の約４分の１であった。 
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回答者の教員としての専門性の到達度にばらつきがあったため、３つのカテゴリーに分
類した。教員としての専門性が「ほとんど／あまり身についていない」と自覚している人
を「低専門性群」、「どちらでもない」と自覚している人を「中専門性群」、「やや／よく身
についている」と自覚している人を「高専門性群」とした。その結果、「低専門性群」は 23
名（24.7％）、「中専門性群」は 30 名（32.3％）、「高専門性群」は 40 名（43.0％）であっ
た。 
 
５）特別支援教育教員としての専門性の到達度 
回答者の特別支援教育教員としての専門性の到達度については、「あまり身についていな
い」と回答した人が一番多く、35名（37.6％）であった。次いで、「ほとんど身についてい
ない」が 24 名（25.8％）、「どちらともいえない」が 17 名（18.3％）、「やや身についてい
る」が 16 名（17.2％）、「よく身についている」が 1 名（1.1％）であった。特別支援教育
教員としての専門性が「ほとんど／あまり身についていない」と答えた教員は、全体の約
３分の２であった。 
回答者の特別支援教育教員としての専門性の到達度にばらつきがあったため、３つのカ
テゴリーに分類した。特別支援教育教員としての専門性が「ほとんど／あまり身について
いない」と自覚している人を「低専門性群」、「どちらでもない」と自覚している人を「中
専門性群」、「やや／よく身についている」と自覚している人を「高専門性群」とした。そ
の結果、「低専門性群」は 59名（63.4％）、「中専門性群」は 17名（18.3％）、「高専門性群」
は 17名（18.3％）であった。 
 
２．バーンアウト（燃え尽き症候群）尺度 
１）通算教職経験年数別の比較 
通算教職経験年数の 3 グループ「若手教員群」、「中堅教員群」、「ベテラン教員群」を独
立変数、バーンアウトの下位尺度「情緒的消耗感」、「適応的対処行動」、「逃避的対処行動」
を従属変数とした分散分析を行った。その結果、「情緒的消耗感」、「適応的対処行動」、「逃
避的対処行動」のいずれにおいても有意な群間差はみられなかった（表Ⅵ－１）。 
 
表Ⅵ－１  3群のバーンアウト下位尺度平均点 
  
若手教員群 
（n=25） 
中堅教員群 
（n=38） 
ベテラン教員群 
（n=28） 
F p 
情緒的消耗感 16.04±5.48  14.11±4.55  14.64±4.31  1.27 n.s. 
脱人格化 23.72±4.05  22.13±5.24  23.64±4.28  1.23 n.s. 
個人達成感の後退 17.52±3.47  19.00±4.13  18.82±3.87  1.21 n.s. 
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２）教員としての専門性の到達度の比較 
教員としての専門性の到達度の３つのグループ「低専門性群」、「中専門性群」、「高専門
性群」を独立変数、バーンアウトの下位尺度「情緒的消耗感」、「脱人格化」、「個人達成感
の後退」を従属変数とした分散分析を行った。その結果、「個人達成感の後退」において、
F(2，90)=1.98 であり 0.1％水準で有意な群間差がみられ、「低専門性群」は「中専門性群」、
「高専門性群」よりも得点が高いことが示された（表Ⅵ－２）。 
 
表Ⅵ－２  3群のバーンアウト下位尺度平均点 
  
低専門性群 
（n=23） 
中専門性群 
（n=30） 
高専門性群 
（n=40） 
F p 
情緒的消耗感 12.91±4.57 14.87±4.94 15.32±4.65 1.98 n.s. 
脱人格化 22.30±4.27 22.33±5.20 23.70±4.21 1.04 n.s. 
個人達成感の後退 20.87±3.36 18.40±3.00 17.30±4.13 7.15 * 
* p＜0.05 
 
２）特別支援教育教員としての専門性の到達度の比較 
教員としての専門性の到達度の 3 つのグループ「低専門性群」、「中専門性群」、「高専門
性群」を独立変数、バーンアウトの下位尺度「情緒的消耗感」、「脱人格化」、「個人達成感
の後退」を従属変数とした分散分析を行った。その結果、「個人達成感の後退」において, F(2，
90)=2.86 であり 0.1％水準で有意な群間差がみられ、「低専門性」は「高専門性」よりも得
点が高いということが示された（表Ⅵ－３）。 
 
表Ⅵ－３  3群のバーンアウト下位尺度平均点 
  
低専門性群 
（n=59） 
中専門性群 
（n=17） 
高専門性群 
（n=17） 
F p 
情緒的消耗感 14.07±4.71 15.24±5.11 15.71±4.71 0.97 n.s. 
脱人格化 22.71±4.71 23.47±4.27 23.06±4.56 0.19 n.s. 
個人達成感の後退 19.07±3.73 18.65±3.66 16.59±4.05 0.06 * 
* p＜0.05 
 
３．ストレッサー尺度 
１）通算教職経験年数の比較 
 通算教職経験年数の 3つのグループ「若手教員群」、「中堅教員群」、「ベテラン教員群」
を独立変数、ストレッサーの下位尺度「役割葛藤」、「同僚との関係」、「組織風土」、「評
価懸念」を従属変数とした分散分析を行った。その結果、ストレッサーの 4つの下位尺
度において有意な群間差はみられなかった。 
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２）教員としての専門性の到達度の比較 
教員としての専門性の到達度の３つのグループ「低専門性群」、「中専門性群」、「高専
門性群」を独立変数、ストレッサーの下位尺度「役割葛藤」、「同僚との関係」、「組織風
土」、「評価懸念」を従属変数とした分散分析を行った。表Ⅵ－４に各下位尺度の群別得
点と分散分析の結果を示す。その結果、「評価懸念」において、F(2，90)=5.83であり 1％
水準で有意な群間差がみられ、「低専門性群」は「高専門性群」よりも得点が高いとい
うことが示された。 
 
表Ⅵ－４  3群のストレッサー下位尺度平均点 
  
低専門性群 
（n=23） 
中専門性群 
（n=30） 
高専門性群 
（n=40） 
F p 
役割葛藤 22.22±4.54 21.27±3.92 23.00±4.10 1.49 n.s. 
同僚との関係 12.00±2.81 12.40±5.88 12.53±3.88 0.11 n.s. 
組織風土 15.09±2.39 14.53±2.83 14.43±2.75 0.47 n.s. 
評価懸念 10.57±1.70 9.53±2.16 8.60±2.50 5.83 ** 
** p＜0.01 
 
３）特別支援教育教員としての専門性の到達度の比較 
特別支援教育教員としての 3つのグループ「低専門性群」、「中専門性群」、「高専門性
群」を独立変数、ストレッサーの下位尺度「役割葛藤」、「同僚との関係」、「組織風土」
「評価懸念」を従属変数とした分散分析を行った。表Ⅵ－５に各下位尺度の群別得点と
分散分析の結果を示す。その結果、「評価懸念」において、F(2，90)=4.70であり 5％水
準で有意な群間差がみられ、「低専門性群」は「高専門性群」よりも得点が高いという
ことが示された。 
 
表Ⅵ－５  3群のストレッサー下位尺度平均点 
  
低専門性群 
（n=59） 
中専門性群 
（n=17） 
高専門性群 
（n=17） 
F p 
役割葛藤 22.27±3.99 21.29±4.86 23.12±4.17 0.81 n.s. 
同僚との関係 12.59±4.66 11.06±3.63 12.82±4.07 0.93 n.s. 
組織風土 14.69±2.40 14.59±3.68 14.41±2.60 0.07 n.s. 
評価懸念 9.83±2.28 9.29±2.39 7.94±1.19 4.70 * 
* p＜0.05 
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第４節 考察 
１．通算教職経験年数とバーンアウトの関連 
通算教員経験年数の３つのグループ「若手教員群」、「中堅教員群」、「ベテラン教員
群」において、今回のデータからは有意な得点差は認められなかった。このことから、教
員としての経験年数の差はバーンアウトを引き起こす重要な因子とはならないことが示さ
れた。教職経験年数に関わらずバーンアウトに陥るリスクがあり、経験年数に関わらず職
務や人間関係等の職場環境の改善が必要と考えられる。学校という組織において教員が働
きにくい環境とならないためにも、職場環境について今後検証する余地がある。 
 
２．教員としての専門性と特別支援教育教員としての専門性 
 教員としての専門性において「ほとんど身についてない」、「あまり身についていない」
と答えた教員は 24.7%であり、同様に特別支援教育教員としての専門性において「ほとん
ど身についていない」、「あまり身についていない」と答えた教員は 63.4%であった。 
 今回のデータより、教員としての専門性は身についていると自覚しながらも、特別支援
教育教員としての専門性については自身を持つことができていない教員が多数存在してい
ることが示された。特殊教育から特別支援教育へと変わり、障害種の拡大・重度・重複化
に伴う一人一人のニーズに応じた適切な指導及び支援の必要性、学校と福祉・医療・保健・
労働機関等との連携など特別支援教育教員に求められる専門性の高まりに伴って、教員達
の関心が特別支援教育へと向けられたことが影響していると考えられる。 
 また、専門性とバーンアウトの関連性については、教員または特別支援教育教員として
の専門性の双方において同様の傾向がみられた。教員または特別支援教育教員としての専
門性が、メンタルヘルスへの影響因子であることが明らかとなった。 
 
３．専門性とバーンアウトの関連 
「教員としての専門性」、「特別支援養育教員としての専門性」の３つのグループ「低専
門性群」、「中専門性群」、「高専門性群」とバーンアウトの関連において有意な得点差が認
められ、専門性が低ければ低いほど個人達成感の後退に陥りやすいことが明らかとなった。
これは専門性が低いと感じている教員ほど、仕事に達成感や有能感を感じられない（また
はその逆）ということを示している。 
特別支援学校においては知的障害、肢体不自由、盲、聾、病弱のすべての分野において
対応できることが求められており、少なからず手探り状態のままで仕事をしている現場も
あると考えられる。また特別支援教育において、発達的視点についての専門性の低さから、
児童・生徒の成長に気づくことが出来ず達成感を感じることが出来ていないとも考えられ
る。専門性が教員のバーンアウトに関わっていることは明らかであり、さらに具体的にど
ういった専門性が現場の教員に求められ、メンタルヘルスと関連しているのかを今後検証
する必要がある。 
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４．ストレッサー尺度 
通算教員経験年数の３つのグループ「若手教員群」「中堅教員群」「ベテラン教員群」
において、今回のデータからは有意な得点差は認められなかった。このことから、教員と
しての経験年数の差はストレッサーを規定する重要な因子とはならないことが示唆された。 
「教員としての専門性」「特別支援教育教員としての専門性」の３つのグループ「低
専門性群」「中専門性群」「高専門性群」とストレッサー尺度の関連において、有意な得
点差が認められ、専門性が低いと感じている教員は、専門性が高いと感じている教員よ
りも他人からの評価を意識し、自身のストレスへと繋がっていることを示している。 
特別支援教育の学校現場では一つの教室に複数の教員が集まった授業構成が多々あり、
教員同士で接する機会が多い。そのため、専門性が身についていないと感じている教員に
とって、他の教員からの視線が絶えず続くといった環境は、メンタルヘルスへ大きな影響
を与えているといえる。 
また、評価懸念に関して教員評価システムも影響を与えているのではないかと考えられ
る。「新しい時代にふさわしい教育基本法と教育振興基本計画の在り方について（答申）」（中
央教育審議会，2003）の中で教員の資質能力の向上が教育上の最重要課題とされており、
教職員評価、優秀な教職員の表彰制度、指導力不足等教員への対応など、新たなシステム
構築を模索し、試行あるいは実施する先行自治体が増加している。沖縄県では平成 18年度
より全教職員を対象に行われている。教職員評価は自己申告と業績評価の 2 つの柱からな
り、目標管理や管理職との面談及び自己評価を含めた自己申告を取り入れることにより、
評価が一方的ではなく、評価者・被評価者の双方間での仕組みとなっている。年に 3回（当
初・中間・最終）、校長・教頭又は事務長との面談を通じて自己目標を設定し、進捗状況・
達成状況について自己評価を行う。その後、教職員の職務遂行の実績やその過程や努力等
を評価し、今後の資質能力の向上に役立てている。自身の専門性に自信を持てていない教
員にとって、こうした教員評価システムは大きなストレス要因となっているのではない
かと考えられる。 
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第７章 特別支援教育に携わる教員のセルフ・エフィカシー 
に関する分析 
 
第１節 問題と目的 
セルフ・エフィカシーとは、「自分にはこのような行動が、この程度できる」という見込
みのことである（Bandura，1977）。また、一般性セルフ・エフィカシーとは、特定の行動
に対するセルフ・エフィカシーより、一般的な場面や行動への般化可能性を示すものである。 
一般性セルフ・エフィカシーが向上すると、うつ病が回復へ向かい、また行動の積極性が改
善されていくことが報告されている（坂野，1989）。また、一般性セルフ・エフィカシーが
十分に高い人の場合には、①適切な問題解決行動に積極的になれる、②困難な状況でも簡単
にはあきらめず努力することができる、③腹痛や睡眠などの身体的ストレス反応や、不安や
怒りといった心理的ストレス反応を引き起こさない適切なストレス対処行動ができ、スト
レスフルな状況にも耐えられる、といった特徴が明らかにされている（嶋田，2002）。一般
性セルフ・エフィカシーが高ければ、ストレスフルな状況に遭遇しても、身体的・精神的な
健康を損なわず、適切な対処行動や問題解決行動が可能となる。 
産業カウンセリングや病院での心理療法場面においては、一般性セルフ・エフィカシーを
測定することで、実施した治療的介入が休職の繰り返しを予防できるほど十分な効果があ
ったかどうかを確認できるという利点がある。坂野（1989）のうつ病の治療や、職場でのス
トレス低減（鈴木，2002）、摂食障害の治療（松本，2002）等においても、一般性セルフ・
エフィカシー測定の意義が確認されている。さらに、行動医学の研究においても一般性セル
フ・エフィカシーは重要な変数として研究がなされており（川原，2002）、スクール・カウ
ンセリングにおいても社会的スキル訓練等で変数として用いられている（戸ヶ崎，2002）。
近年では看護場面での一般性セルフ・エフィカシーの利用が盛んになってきており、看護教
育（佐々木，2002a）、人工透析患者の自己管理（前田，2002）、ヘルス・プロモーション行
動（野口，2002）などで一般性セルフ・エフィカシーが利用されている。 
 特別支援教育に携わる教員のセルフ・エフィカシーについてはこれまで調査されておら
ず、特別支援教育教員のストレスマネジメントに関する特性を知る手がかりになると考え
た。そこで、本研究では、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルスを規定する要因とセ
ルフ・エフィカシーの関連について検討することを目的とした。 
 
第２節 方法 
１．調査対象 
 特別支援学校教諭免許状未取得で、障害児の指導を担当している教員 260 名を対象とし
た。 
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２．手続き 
2013年 7月 22日、8月 8日、8月 13日の沖縄県教育職員免許法認定講習の休憩時にお
いて、特別支援学校教諭免許状取得を希望する教員を対象に質問紙調査を実施した。配布し
た 260名中 223名（85.8％）から回収した。 
 
３．調査内容 
フェイスシートでは、回答者の基本属性として性別・年齢・教職経験年数についてたずね
た。また、GSES、ストレッサー尺度、コーピング尺度、SOC、GHQ28を調査項目とした。 
 
第３節 結果 
１．回収率 
本研究における調査のアンケートの回収数は 260名中 223名で、回収率は 85.8％であっ
た。また、欠損値についてはペアごとに除外して分析を行った。内訳は、男性 57名（25.6％）、
女性 147名（65.9％）、不明 19名（8.5％）であった。 
 
２．回答者の年齢 
回答者の年齢については、「40歳以上 45歳未満」と回答した人が一番多く、48名（21.5％）
であった。次いで、「35歳以上 40 歳未満」が 38名（17.0％）、「45 歳以上 50 歳未満」が
32名（14.3％）、「30歳以上 35歳未満」が 31名（13.9％）、「25歳以上 30歳未満」が 30
名（13.5％）、「50歳以上 55歳未満」が 10名（4.5％）、「55歳以上」が 8名（3.6％）、「25
歳未満」が 2名（0.9％）であった。不明は 25名（11.2％）であった。 
年代別の比較を行うために、年齢が 40 歳未満の教員を「若年齢群」、40 歳以上 50 歳未
満の教員を「中年齢群」、50歳以上の教員を「高年齢群」の 3つのカテゴリーに分けた。「若
年齢群」は 101名（45.3％）、「中年齢群」は 80名（35.9％）、「高年齢群」は 17名（7.6％）
となった。 
 
３．回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は 14.4年±8.2年であった。最大は 34年 0ヶ月、最小
は 4ヶ月であった。 
通算教職経験年数が 10年未満の教員を「若手教員群」、10年以上 20年未満の教員を「中
堅教員群」、20年以上の教員を「ベテラン教員群」とした結果、「若手教員群」は 77名（34.5％）、
「中堅教員群」は 69名（30.9％）、「ベテラン教員群」は 70名（31.4％）となった。不明は
7名（3.1％）であった。 
４．男女差、年齢差、教職経験年数の差の比較 
男女差の検討を行うために、セルフ・エフィカシーの下位尺度「行動の積極性」、「失敗に
対する不安」、「能力の社会的位置づけ」について t検定を行った。その結果、有意な群間差
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はみられなかった。 
また、年齢差の検討を行うために、年齢の 3グループ「低年齢群」、「中年齢群」、「高年齢
群」を独立変数、セルフ・エフィカシーの下位尺度「行動の積極性」、「失敗に対する不安」、
「能力の社会的位置づけ」を従属変数とした分散分析を行った。その結果、有意な群間差は
みられなかった。 
通算教職経験年数の 3グループ「若手教員群」、「中堅教員群」、「ベテラン教員群」を独立
変数、セルフ・エフィカシーの下位尺度「行動の積極性」、「失敗に対する不安」、「能力の社
会的位置づけ」を従属変数とした分散分析を行った。その結果、有意な群間差はみられなか
った。 
 
５．相関 
セルフ・エフィカシーとストレッサーの下位尺度間において Pearson の積率相関係数を
求めた結果、すべての下位尺度において負の相関がみられた。また、セルフ・エフィカシー
の下位尺度「行動の積極性」とコーピングの下位尺度の相関については、「積極的対処行動」
（r=0.165, p<0.01）、「適応的対処行動」（r=0.160, p<0.01）であり、「能力の社会的位置づ
け」においても、「積極的対処行動」（r=0.286, p<0.01）、「適応的対処行動」（r=0.149, p<0.05）、
「失敗に対する不安」おいては、「逃避的対処行動」（r=-0.143, p<0.05）であり、有意に相
関がみられた。セルフ・エフィカシーと SOCの下位尺度間の相関については、すべての下
位尺度において正の相関がみられた。さらに、GHQの下位尺度間の相関についても、すべ
ての下位尺度間において負の相関がみられた（表Ⅶ－１）。 
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表Ⅶ－１ セルフ・エフィカシーとメンタルヘルスを規定する要因の相関 
 GSES 
 
行動の積極性 失敗に対する不
安 
能力の社会的位置
づけ 
ストレッサー    
役割葛藤 -0.139* -0.255** -0.128* 
同僚との関係 -0.164** -0.237** -0.068 
組織風土 -0.154* -0.328** -0.191** 
評価懸念 -0.363** -0.442** -0.363** 
コーピング    
積極的対処行動 0.165** 0.063 0.286** 
適応的対処行動 0.160** 0.079 0.149* 
逃避的対処行動 -0.023 -0.143* -0.00 
SOC    
把握可能感覚 0.366** 0.456** 0.300** 
処理可能感覚 0.222** 0.349** 0.141* 
有意味感覚 0.306** 0.362** 0.245** 
GHQ    
身体的症状 -0.331** -0.331** -0.283** 
不安と不眠 -0.276** -0.323** -0.173** 
社会的活動障害 -0.238** -0.318** -0.266** 
うつ傾向 -0.200** -0.296** -0.188** 
   * p<0.05   ** p<0.01 
 
６．重回帰分析 
セルフ・エフィカシー及びコーピング、SOC が GHQ に与える影響を検討するために、
重回帰分析を行った。結果を図Ⅶ－１に示す。また、重回帰分析に基づくパス図を図１に示
す。強制投入法で重回帰分析を行った結果、調整済み R2値は 0.449となり、一定程度の説
明力を有するモデルであることが示された。ベータ（β）の絶対値が大きい方が GHQへの
影響力が高いとされ、SOC（β＝-0.586）が最も高く、次いで GSES（β＝-0.159）となっ
た。特別支援教育に携わる教員のセルフ・エフィカシーについて、ストレス対処能力である
SOCに次いでメンタルヘルスの改善に効果がみられることが示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅶ－１ 重回帰分析結果（パス図） 
GSES 
SOC 
GHQ 
-0.586*** 
-0.159** 
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第４節 考察 
男女差、年齢差、教職経験年数の比較を行うために、セルフ・エフィカシーについて分析
を行った結果、有意な得点差はみられなかった。セルフ・エフィカシーの高低にはこれらの
要因が影響をしていない状況が示唆された。 
セルフ・エフィカシーとストレッサーのすべての下位尺度において負の相関がみられた。
セルフ・エフィカシーが高いほどストレッサーが低くなること（またはその逆）を示唆して
いる。また、セルフ・エフィカシーの下位尺度「行動の積極性」とコーピングの下位尺度の
相関については、行動の積極性が高いほど積極的対処行動及び適応的対処行動をとりやす
いことが示唆された。また「能力の社会的位置づけ」においても、能力の社会的位置づけが
高いほど積極的対処行動及び適応的対処行動をとりやすいことが示唆された。「失敗に対す
る不安」おいては、失敗に対する不安がなければ逃避的対処行動を起こしにくいことが示唆
された。 
性別や年齢、教職経験年数の差に関わらず、セルフ・エフィカシーによりストレッサーを
下げ、積極的・適応的対処行動をとりやすくなる。 
また、セルフ・エフィカシーと SOCの下位尺度間の相関については、すべての下位尺度
において正の相関がみられ、セルフ・エフィカシーが高いほどストレス対処能力が高いこと
が示唆された。さらに、GHQの下位尺度間の相関についても、すべての下位尺度間におい
て負の相関がみられ、セルフ・エフィカシーが高いほどメンタルヘルス状況が良好になるこ
とが示唆された。特別支援教育に携わる教員のセルフ・エフィカシーについて、ストレス対
処能力である SOCに次いでメンタルヘルスの改善に効果がみられることが示唆された。 
本研究より、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス改善のための、セルフ・エフィ
カシーの保持・増進の必要性が示され、今後特別支援に携わる教員を対象としたメンタルへ
ルス研修等において、こうした観点が活用されることが望まれる。 
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第８章 特別支援教育に携わる教員のストレス対処能力に関する分析 
 
第１節 問題と目的 
 1990年代以降、欧米や日本で SOC（Sence of Coherence）に関する研究が増加しており
（小田，1991；高山・浅野・山崎ら，1999）、SOC とストレスマネジメントとの関係や身
体的・精神的健康度の関連（depression，GHQ，QOL，phyical conditions，etc）が示さ
れている。 
SOC とは、Antonovsky（1979）の提唱した健康生成論の中心的な健康生成要因で、非
常にストレスフルな経験をしながらも健康に生きる人々が保有する生きる力とされている。
この力は、問題が生じたときに自分の持っている様々な内的・外的な資源を動員する力で
あると説明されている。 
SOCは 3つの要素から構成されており、①自分が置かれている状況や、将来起こるであ
ろう状況をある程度予測、理解できる把握可能感（comprehensibility）、②どんな困難な出
来事でも自分で切り抜けられるという感覚や、何とかなるという処理可能感
（manageability）、③自分の人生・生活に対して、意味があると同時に価値観を持ち合わ
せている感覚である有意味感（meaningfulness）をいう（山崎・戸ケ里・坂野，2008）。
このような 3 つの感覚をもって生活を送っている人は、ストレス状況に耐えうまく対処す
ることができる、すなわち、ストレス対処能力が高いとされる。 
特別支援教育に携わる教員の SOCについて国内では調査されておらず、特別支援教育教
員のストレスマネジメントに関する特性を知る手がかりになると考える。そこで、本研究
では、特別支援教育に携わる教員のストレス要因及びメンタルヘルスと SOCの関連を明ら
かにすることを目的とする。 
  
第２節 方法 
１．調査対象 
特別支援学校教諭免許状未取得で、障害児の指導を担当している教員 102名を対象とし
た。 
 
２．手続き 
2012年 8月 1日の沖縄県教育職員免許法認定講習の休憩時において、調査の趣旨説明を
行いプライバシーの配慮をしたうえで調査票を 102名へ配布、同日中に 93名から回収を行
った。 
 
３．調査内容 
 フェイスシートでは、回答者の基本属性として性別・年齢・教職経験年数についてたず
ねた。また、SOC、ストレッサー尺度、GHQ28を調査項目とした。 
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第３節 結果 
１． フェイスシート 
１）回収率 
 本研究における調査のアンケートの回収数は102名中93名で、回収率は91.2％であった。
また、欠損値についてはペアごとに除外して分析を行った。内訳は、男性 21名（22.6％）、
女性 62名（66.7％）、不明 10名（10.8％）であった。 
 
２）回答者の年齢 
回答者の年齢については、「40歳以上 45歳未満」と回答した人が一番多く、25名（26.9％）
であった。次いで、「35歳以上 40 歳未満」が 16名（17.2％）、「30 歳以上 35 歳未満」が
14名（15.1％）、「45歳以上 50歳未満」が 14名（15.1％）、「50歳以上 55歳未満」が 7名
（7.5％）、「25歳以上 30歳未満」が 6名（6.5％）、「55歳以上」が 3名（3.2％）、「25歳未
満」が 0名（0.0％）、不明は 8名（8.6％）であった。 
 
３）回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は 15.3年±7.1年であった。最大は 30年 7か月、最小
は 4年であった。 
通算教職経験年数が 1年から 10年未満の教員を「若手教員群」、10年以上 20年未満の
教員を「中堅教員群」、20 年以上の教員を「ベテラン教員群」とした結果、「若手教員群」
は 26名（30.6％）、「中堅教員群」は 33名（38.8％）、「ベテラン教員群」は 26名（30.6％）
となった。 
 
２．SOC 
１）男女差の比較 
男女差の検討を行うために、SOC についてｔ検定を行った。表Ⅷ－１に男女別の各平均
点等を示す。その結果、男女の得点差は有意ではなかった。 
 
表Ⅷ－１  男女別の SOC平均点 
 
男性 
（ｎ=21） 
女性 
（ｎ=62） 
ｔ値 p 
把握可能感覚 21.52±5.27 21.08±5.57 0.32 n.s. 
処理可能感覚 16.76±3.95 16.58±4.08 0.18 n.s. 
有意味感覚 19.10±4.80 20.23±3.91 1.08 n.s. 
SOC合計 57.3812.68 57.8911.25 0.18 n.s. 
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２）通算教職経験年数の比較 
 通算教職経験年数の 3 つのグループ「若手教員群」、「中堅教員群」、「ベテラン教員群」
を独立変数、SOC を従属変数とした分散分析を行った（表Ⅷ－２）。その結果、「有意味感
覚」において、F(2，82)=1.77 であり 5％水準で有意な群間差がみられ、「若手教員群」の
方が「ベテラン教員群」より得点が高いという結果が得られた。 
 
表Ⅷ－２ 3群の SOC平均点 
 若手教員群 
（n=26） 
中堅教員群 
（n=33） 
ベテラン教員群 
（n=26） 
F p 
把握可能感覚 23.19±4.05 20.42±5.95 20.00±5.84 2.74 n.s. 
処理可能感覚 17.81±3.93 16.85±3.43 15.04±4.54 3.32 n.s. 
有意味感覚 21.08±3.33 19.06±4.36 19.81±4.45 1.77 * 
SOC合計 62.08±9.62 56.33±11.85 54.85±12.49 2.96 n.s. 
* p＜0.05 
 
３．尺度間の関連 
１）SOCとストレッサー尺度 
 SOC（３下位尺度）とストレッサー尺度（４下位尺度）について下位尺度得点間の Pearson
の積率相関係数を求めた（表Ⅷ－３）。 
 その結果、「把握可能感覚」と有意な相関が得られたストレッサー下位尺度は「役割葛藤」
（r=-0.476, p<0.01）、「同僚との関係」（r=-0.393, p<0.01）、「組織風土」（r=-0.341, p<0.01）、
「評価懸念」（r=-0.550, p<0.01）、「処理可能感覚」と有意な相関が得られたのは「役割葛
藤」（r=-0.529, p<0.01）、「同僚との関係」（r=-0.460, p<0.01）、「組織風土」（r=-0.340, p<0.01）、
「評価懸念」（r=-0.407, p<0.01）、「処理可能感」と有意な相関が得られたのは「役割葛藤」
（r=-0.375, p<0.01）、「組織風土」（r=-0.329, p<0.01）、「評価懸念」（r=-0.338, p<0.01）で
あった。「有意味感覚」と「同僚との関係」においてのみ有意な相関はみられなかった。 
  
表Ⅷ－３ SOCとストレッサー尺度との相関 
尺度名  ストレッサー尺度 
 下位尺度 役割葛藤 同僚との関係 組織風土 評価懸念 
 
SOC 
把握可能感覚 -0.476** -0.393** -0.341** -0.550** 
処理可能感覚 -0.529** -0.460** -0.340** -0.407** 
有意味感覚 -0.375** -0.196 -0.329** -0.338** 
      ** p<0.01 
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２）SOCと GHQ 
 SOC（3下位尺度）と GHQについて尺度得点間の Pearsonの積率相関係数を求めた（表
Ⅷ－４）。 
 その結果、「把握可能感覚」と有意な相関が得られた GHQ 下位尺度は「身体的症状」
（r=-0.473, p<0.01）、「不安と不眠」（r=-0.610, p<0.01）、「社会的活動障害」（r=-0.469, 
p<0.01）、「うつ傾向」（r=-0.323, p<0.01）、「処理可能感覚」と有意な相関が得られたのは
「身体的症状」（r=-0.493, p<0.01）、「不安と不眠」（r=-0.515, p<0.01）、「社会的活動障害」
（r=-0.325, p<0.01）、「うつ傾向」（r=-0.354, p<0.01）、「処理可能感」と有意な相関が得ら
れたのは「身体的症状」（r=-0.310, p<0.01）、「不安と不眠」（r=-0.430, p<0.01）、「社会的
活動障害」（r=-0.422, p<0.01）、「うつ傾向」（r=-0.433, p<0.01）であった。 
 
表Ⅷ－４ SOCと GHQの相関 
  GHQ 
  身体的症状 不安と不眠 社会的活動障害 うつ傾向 
 
SOC 
把握可能感覚 -0.437** -0.610** -0.469** -0.323** 
処理可能感覚 -0.493** -0.515** -0.325** -0.354** 
有意味感覚 -0.310** -0.430** -0.422** -0.433** 
      **p<0.01 
 
４．因果関係の検討 
１）GHQを従属変数とした重回帰分析 
SOC が GHQ に与える影響を検討するために、重回帰分析を行った。結果を表Ⅷ－５に
示す。また、重回帰分析に基づくパス図を図Ⅷ－１に示す。 
ステップワイズ法で重回帰分析を行った結果、調整済み R2値は 0.448となり、一定程度
の説明力を有するモデルであることが示された。ベータ（β）値の絶対値が大きい方が GHQ
への影響力が高いとされており、把握可能感覚（β＝-0.330）が最も高く、次に処理可能感
覚（β＝-0.263）、有意味感覚（β＝-0.202）となった。 
 
表Ⅷ－５ 重回帰分析結果（標準化係数（β）） 
 標準化係数（β） ｔ値 有意確率 
把握可能感覚 -0.330 2.79 0.00** 
処理可能感覚 -0.263 2.47 0.02* 
有意味感覚 -0.202 2.07 0.04* 
従属変数：GHQ  * p＜0.05  ** p<0.01   
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図Ⅷ－１ 重回帰分析結果（パス図） 
 
第４節 考察 
１．男女差・教職経験年数の比較 
 男女差の検討を行うために、SOCについて t検定を行った結果、男女の得点差は有意で
はなかった。また、通算教職経験年数の 3つのグループ「若手教員群」、「中堅教員群」、「ベ
テラン教員群」を独立変数、SOCを従属変数とした分散分析を行った結果、SOCの下位尺
度「有意味感覚」においてベテラン教員よりも若手教員の方が有意に高かった。これは、
ベテラン教員は若手教員に比べ、自分の人生や生活に対して意味があると感じることがで
きていないということである。 
SOCは遺伝的な生得能力ではなく、経験によって生成する後天的な資質であるとされて
いる。また、SOCを強くするものとして、汎抵抗資源（Generalized Resistance Resources：
GRRs）が挙げられている。これは、特定でなく多様なストレッサーに対応するための資源
のことで、資金、知識、自我の強さ、ソーシャルサポート、文化的な安全性などを含む。
これらにより、「一貫性（consistency）」、「バランスのとれた負荷（underload-overload 
balance）」、「結果の形成への参加（participation in shaping outcome）」に特徴付けられる
良質な人生経験がもたらされ、それによって SOCが強化されると言われており、さらに、
この繰り返しが SOCを形成するとされている。有意味感覚の成長には、「社会的に価値あ
る意思決定への参加」が重要であり、これは仕事上の喜びや誇りと関係している
（Antonovsky，1987）。すなわち、職場において汎抵抗資源を得られ、良質な人生を経験
できるような環境であれば、職場に就いた後でも SOCは成長し、ストレスに対して適応す
ることが可能になると予想される。また逆に、そのような環境を与えなければ、SOCは低
下して不適応な状態に陥る可能性もあると考えられる。 
 
把握可能感覚 
 
処理可能感覚 
 
有意味感覚 
 
GHQ 
-0.263* 
-0.202* 
-0.330** 
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このように、経験によって強化されると考えられる有意味感覚であるが、教職経験にお
いては経験年数が長いベテラン教員の方が有意味感覚は低かった。長年にわたる長時間労
働や、責任のある職務を任せられることによる高負荷・心身の消耗により、職務への意欲
低下も考えられる。また、教員にとって、昇進・昇格や給与の変化があるわけではなく、
教員の職場組織では、各人の希望に沿ったキャリア・コースが用意されているとは言えな
い。ポストや活躍の場がほとんど用意されていないなか、教員それぞれが職務への意欲や
向上心を保ち続けることは困難になっていくのではないだろうか。こうした職場環境によ
り、汎抵抗資源が得にくく、有意味感の低下につながっていると考える。 
 
２．尺度間の関連と GHQ（精神健康度）を規定する要因の検討 
SOCの下位尺度「把握可能感覚」、「処理可能感覚」、「有意味感覚」とストレッサー下位
尺度「役割葛藤」、「同僚との関係」、「組織風土」、「評価懸念」、の相関をみると、「有意味
感覚」と「同僚との関係」以外のすべての下位尺度間において負の相関がみられた。これ
は、SOC、つまりストレス対処能力が高ければ高いほど、各ストレッサーが軽減されるこ
とを示している。 
また、SOCの下位尺度「把握可能感覚」「処理可能感覚」「有意味感覚」と GHQ下位尺
度「身体的症状」「不安と不眠」「社会的活動障害」「うつ傾向」の相関をみると、すべての
下位尺度間において負の相関がみられた。これは、SOCが高ければ高いほど、各メンタル
へルスの状態が良好となることを示している。また、重回帰分析の結果より、教員のメン
タルへルスに影響を及ぼすのは順に、「把握可能感覚」、「処理可能感覚」、「有意味感覚」で
あるというモデルが構築された。 
SOCは深刻なストレッサーに遭遇しても、むしろそれを成長の糧とし、かつ良い健康状
態を保っている人々が共通してもつ特徴として見つけ出されたものである。SOCはストレ
ッサーからストレスを受けてストレス状態に至る過程のいずれにも強い抑制力を持ち（山
崎，2003）、看護師や医療職者を対象とした研究においても、SOCが強い人ほどストレス
が少ない（本江・星山・川口，2003）など、SOCの効果が示されている。こうした報告と
同様に、特別支援教育に携わる教員においても、SOCのストレス対処能力としての機能を
裏付ける結果であったと考えられる。特別支援教育教員のメンタルへルス改善のため、SOC
の保持・増進の必要性が示唆された。 
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第９章 ODSの信頼性・妥当性 
及び区分点の検証 
 
第一節 研究の背景と目的 
GHQに関する研究においては、総合得点から精神障害の有無を判別する区分点について
様々な検討がなされてきたが、対象者の居住地、年齢、性別、基礎疾患、調査施行場面な
ど様々な要因によって変わる可能性があり、調査ごとに設定することが望ましい（Goldberg, 
Gater, Sartorius et al, 1997）。BDI-Ⅱでは、「食欲」「睡眠」では、減少だけでなく増加に
ついても評価できるよう変更され、初版の BDIと比べ、現代の状況に合わせいくつかの文
章表現が改訂されている（小嶋・古川，2003）。 
従来のうつ尺度は開発から長年が経過しており、現代人の社会的状況にそぐわない質問
項目も見られ、項目の再検討が必要と考えられる。多くのうつ病スクリーニング尺度が開
発されているものの、その多くは原版が英語であり等価性保証のための翻訳再翻訳を意識
したために日本語版が使用しにくい（高安・島・大庭，2008）という問題がある。また、
地域高齢者を対象とした尺度（加藤・武田・成本，2011）など国内で作成された尺度もあ
るが、使用対象を限定した自己評価尺度は産業領域で用いるのに適さないと考えられる。 
そこで本章では、一般職種におけるうつのスクリーニングに適した尺度作成のため、神
田東クリニックにおいて開発された職業性うつ尺度（ODS：Occupational Depression 
Scale）について、信頼性・妥当性の検証及び区分点を検討することを目的とする。 
 
第２節 方法 
１．調査対象 
対象の企業従業員は、特に心身の訴えがなく日常生活や社会生活において支障のない
企業従業員 665名を対象とした。職業については研究職、開発技術職、情報処理・通信
技術職、一般事務職、営業職に加え、職域に含まれる対象を広くするため教員を追加し
た。 
対象患者については、平成 24年 8月から平成 26年 12月にかけて神田東クリニックを
受診したもののうち、ODSおよび CES-Dに回答した 712名とした。対象は計 1377名
であった。 
 
２．手続き 
神田東クリニックMPSセンターが EAP契約を行っている企業 5社と沖縄県教育職員
免許法認定講習に参加した教員の 665名へ調査票を配布した。直接回収を行える場合は
直接回収し、そうでない場合は郵送による回収とした。調査の趣旨説明を行い、プライ
バシーの配慮をしたうえで、同意を得られた方からのみ回収を行った。 
また、神田東クリニックに通院する初診患者 843名に対し、問診時に調査票を配布し
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た。問診時には、研究利用の際に個人情報が含まれない形でのデータの使用することに
同意の承諾したもののみが回答した。 
 
３．調査内容 
 フェイスシートでは、回答者の基本属性として性別、年齢について尋ねた。また、CES-D
（Radloff，1977）、及び本章で検証を行う ODSを調査項目とした。 
 
第３節 結果 
１．フェイスシート 
１）回収率と内訳 
欠損値についてはリストごとに除外して分析を行った。企業従業員を対象に配布した 665
名のうち、373 名（56.1％）から回収した。また、質問紙に完答したものは 373 名のうち
339名（90.9％）であった。この 339名を一般群とした。一般群 339名の内訳は、男性 257
名（75.8％）、女性 82名（24.2％）であった。 
初診患者 843 名を対象とし、709 名（回収率 84.1％）から回収した。709名うち、質問
紙に完答したものは 629名（完答率 88.7％）であった。その中で初診時に明確な精神疾患
の診断名がつかなかったものは 283名（45.0％）、診断名のついたものは 629名のうち 346
名（55.0％）であり、これを臨床群とした。気分障害と診断されたものは臨床群 346 名中
98名（28.3％）であり、不安障害 53名（15.3％）、適応障害 139名（40.2％）、その他の障
害 56名（16.2％）であった。医師の診断は、DSM-Ⅳ-TRを基にしている。臨床群 346名
の内訳については、男性 221名（63.9％）、女性 125名（36.1％）であった。 
 
２）回答者の年齢 
 一般群の年齢の平均は 43.1±11.7 歳であった。最大は 77歳、最少は 21歳であった。臨
床群の年齢の平均は 41.4年±10.1年であった。最大は 70歳、最少は 20歳であった。 
 さらに、年齢ごとに 3 つのグループ「若年齢群（34 歳以下）」、「中年齢群（35 歳以上 49
歳以下）」、「高年齢群（50歳以上）」に分けたところ、一般群では若年齢群 82名（24.2％）、
中年齢群 150名（44.2％）、高年齢群 107名（31.6％）であり、臨床群では若年齢群 135名
（39.0％）、中年齢群 167名（48.2％）、高年齢群 44名（12.7％）であった。 
 
２．内的整合性による信頼性（Internal Reliability） 
 一般群 339名のデータによる ODSのクロンバックのアルファ係数を求めた。その結果、
クロンバックのアルファ係数は 0.91であり、優れた内的整合性を裏付ける数値が得られた。 
 
３．項目分析 
 各項目の平均値、標準偏差及び修正済み項目合計相関（Corrected Item-total Correlation）
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を求めた（表Ⅸ－１）。また、表Ⅸ－２に項目間相関係数を示す。尺度全体の総得点と個々
の項目のピアソンの相関係数である修正済み項目合計相関は、すべての項目において互い
に正の相関関係で、かつ 0.11を超えており、それぞれの項目が測定対象となる概念を反映
していることが示された。 
 
表Ⅸ－１ 項目ごとの平均、標準偏差及び修正済み項目合計相関（一般群） 
 平均点 SD 修正済み項目合計相関 
項目 1 0.97 0.81 0.68 
項目 2 0.94 0.80 0.54 
項目 3 1.01 0.79 0.65 
項目 4 0.24 0.58 0.57 
項目 5 0.57 0.72 0.66 
項目 6 0.70 0.84 0.57 
項目 7 0.51 0.73 0.66 
項目 8 0.62 0.78 0.74 
項目 9 0.30 0.64 0.63 
項目 10 0.76 0.83 0.71 
項目 11 0.49 0.78 0.62 
項目 12 0.86 0.88 0.60 
クロンバックのアルファ係数 7.96 
n 339 
 
表Ⅸ－２ 項目間相関係数（一般群） 
項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
1 1            
2 0.49 1           
3 0.57 0.57 1          
4 0.37 0.29 0.29 1         
5 0.49 0.35 0.46 0.40 1        
6 0.44 0.29 0.41 0.44 0.50 1       
7 0.46 0.34 0.46 0.54 0.45 0.52 1      
8 0.56 0.41 0.45 0.47 0.53 0.40 0.55 1     
9 0.43 0.38 0.41 0.52 0.48 0.38 0.41 0.61 1    
10 0.54 0.35 0.43 0.47 0.52 0.38 0.55 0.66 0.50 1   
11 0.54 0.52 0.51 0.33 0.46 0.33 0.38 0.51 0.53 0.47 1  
12 0.41 0.29 0.42 0.40 0.50 0.43 0.48 0.52 0.32 0.62 0.29 1 
（n=339） 
 
４．併存的妥当性（Concurrent Validity） 
 一般群 339名について ODSと CES-Dの尺度得点の相関を調べると、ピアソンの相関係
数は r＝0.838（p＜0.01）であった。ODS得点と CES-D得点において有意な相関関係がみ
られ、ODSと CES-Dとの判別の妥当性が示唆された。 
 
５．探索的因子分析 
 一般群 339名の ODSの回答をもとに探索的因子分析を行った。手法は最尤法プロマック
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ス回転としたところ、固有値が 1を超え、累積寄与率が 50％を超えていることから、ODS
は 2因子構造であることが確認された。回転後の因子パターンと因子間の相関関係を示す
（表Ⅸ－３）。第 1因子名を「気分・身体の不調」、第 2因子を「悲観的思考」と名付けた。 
 
表Ⅸ－３ ODSの因子負荷量（一般群） 
 因子 
 1 2 
ODS10 0.81 -0.01 
ODS12 0.78 -0.12 
ODS7 0.70 0.02 
ODS4 0.69 -0.07 
ODS8 0.67 0.16 
ODS5 0.54 0.19 
ODS6 0.52 0.10 
ODS9 0.45 0.27 
ODS2 -0.16 0.84 
ODS3 0.05 0.71 
ODS11 0.06 0.69 
ODS1 0.26 0.54 
因子間相関 0.73 
 
６．構成概念妥当性（Construct Validity） 
１）男女差の検討 
 一般群において、男女差の検定を行うために ODSについて t検定を行った（表Ⅸ－４）。
その結果、男女の得点に有意差はみられなかった。 
また、臨床群において、男女差の検定を行うために ODSについて t検定を行った（表Ⅸ
－５）。その結果、男女の得点に有意差はみられなかった。 
 
２）年齢との相関 
 一般群における年齢と ODSとのピアソンの相関係数は、全体では r=－0.200,p<0.01.、
男性では r=－0.191,p<0.01、女性では r＝－0.173,n.s.であり、全体と男性において有意な
負の相関がみられた。 
臨床群における年齢と ODSとのピアソンの相関係数は、全体では r=－0.153, p<0.01、
男性では r=－0.171, p<0.05、女性では r＝－0.093, p=n.s.であり、全体と男性において有
意な負の相関がみられた。 
 また、一般群を年代ごとに分けた 3つのグループ「若年齢群」「中年齢群」「高年齢群」
を独立変数、ODS得点を従属変数とした分散分析を行った。その結果、F（2, 336）=5.02, 
p<0.01であり、1％水準で有意な群間差がみられた。Tukey法による多重比較の結果、「若
年齢群」と「高年齢群」、「中年齢群」と「高年齢群」との差がそれぞれ 5％水準で有意であ
り、若年齢群と中年齢群は高年齢群よりも ODS得点が高いという結果が得られた（表Ⅸ－
６）。 
 臨床群についても、年代に分けた 3つのグループ「若年齢群」「中年齢群」「高年齢群」
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を独立変数、ODS得点を従属変数とした分散分析を行った。その結果、F（2, 343）=3.06, 
p<0.05であり、5％水準で有意な群間差がみられた。Tukey法による多重比較の結果、「若
年齢群」と「中年齢群」との差が 10％水準で有意であり、若年齢群は中年齢群よりも ODS
得点が高いという傾向が示唆された（表Ⅸ－７）。 
 
表Ⅸ－４ 男女別の平均および t検定の結果（一般群） 
 男性（n=257） 女性（n=82） t値 p 
ODS平均と SD 7.58±6.43 9.13±6.48 1.90 n.s. 
 
 
表Ⅸ－５ 男女別の平均および t検定の結果（臨床群） 
 男性（n=221） 女性（n=125） t値 p 
ODS平均と SD 18.83±8.50 19.94±8.65 1.15 n.s. 
 
 
表Ⅸ－６ 年代別の ODS平均（一般群） 
 若年齢群 
(n=82) 
中年齢群 
(n=150) 
高年齢群 
(n=107) 
F値 p 
ODS平均点 9.11±7.42 8.45±6.27 6.38±5.68 5.02 ** 
**p<0.01 
 
 
表Ⅸ－７ 年代別の ODS平均（臨床群） 
 若年齢群 
(n=135) 
中年齢群 
(n=167) 
高年齢群 
(n=44) 
F値 p 
ODS平均点 20.64±8.14 18.37±8.50 18.18±9.60 3.06 * 
**p<0.05 
 
３）一般群と臨床群の群間差の検討 
 性別ごとの「一般群」と「臨床群」の群間差の検定を行うために、ODS得点について t
検定を行った（表Ⅸ－８）。その結果、全体では t(641.80)=19.42, p<0.001、男性では
t(405.42)=16.10, p<0.001、女性では t(201.36)=9.67, p<0.001であり、全体、男性、女性に
おいて、臨床群の方が一般群より ODS得点が有意に高かった。 
 年齢ごとの「一般群」と「臨床群」の群間差の検定を行うために、ODS得点について t
検定を行った（表Ⅸ－９）。その結果、若年齢群では t(215)=10.46, p<0.001、中年齢群では
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t(303.79)=11.90, p<0.001、高年齢群では t(55.79)=7.62, p<0.001であり、若年齢群、中年
齢群、高年齢群のすべてにおいて、臨床群の方が一般群より ODS得点が有意に高かった。 
 
 表Ⅸ－８ 性別ごとの一般群と臨床群の ODS得点 
 全体 男性 女性 
一般群 臨床群 一般群 臨床群 一般 臨床群 
n 339 346 257 221 82 125 
ODS
平均点 
7.96±6.47 19.23±8.56 7.58±6.43 18.83±8.50 9.13±6.48 19.94±8.65 
t値 19.42 16.10 9.67 
p *** *** *** 
***p<0.001 
 
 表Ⅸ－９ 年齢ごとの一般群と臨床群の ODS得点 
 若年齢群 中年齢群 高年齢群 
一般群 臨床群 一般群 臨床群 一般群 臨床群 
n 82 135 150 167 107 44 
ODS
平均点 
9.11±7.42 20.64±8.14 8.45±6.27 18.37±8.50 6.38±5.68 18.18±9.60 
t値 10.46 11.90 7.62 
p *** *** *** 
***p<0.001 
 
７．障害種別群及び一般群での ODS平均得点の比較 
臨床群の障害種別である「気分障害群」、「不安障害群」、「適応障害群」、「その他の障害群」 
と「一般群」での群間差の検定を行うため、各群を独立変数とし、ODS平均得点を従属変
数とした分散分析を行った（表Ⅸ－１０）。その結果、F（4, 680）=113.09, p<0.001であ
り、0.1％水準で有意な群間差がみられた。 
Tukey法による多重比較の結果、「気分障害群」について、「不安障害群」（p<0.001）、「そ
の他の障害群」（p<0.001）、「一般群」（p<0.001）との差が有意であり、気分障害群は不安
障害群とその他の障害群、一般群より ODS得点が高いという結果が得られた。 
また、「不安障害群」について、「気分障害」（p<0.001）、「適応障害群」（p<0.05）、「一般
群」（p<0.001）との差が有意であり、一般群より ODS得点が高く気分障害群、適応障害群
より低いという結果が得られた。 
「適応障害群」については「不安障害」（p<0.05）、「その他の障害」（p<0.001）、「一般群」
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（p<0.001）との差が有意であり、不安障害群、その他の障害群、一般群より ODS得点が
高かった。 
また、「その他の障害」については「気分障害群」（p<0.001）、「一般群」（p<0.001）、「適
応障害群」（p<0.001）との差が有意であり、その他の障害群は一般群より ODS得点が高く、
気分障害群、適応障害より低いという結果が得られた。「気分障害群」と「適応障害群」、
及び「不安障害群」と「その他の障害群」において有意な群間差はみられなかった。 
これらの結果より、気分障害及び適応障害のものは概して、不安障害、その他の障害、
特に心身の訴えがないものよりも高い ODS得点を有することが示唆された。また、気分障
害、適応障害のものに加えて不安障害、その他の障害のあるものについても、特に心身の
訴えのないものより高い ODS得点を有していた。 
 
表Ⅸ－１０ 障害種別群及び一般群での ODS平均得点 
 気分障害群 
(n=98) 
不安障害群 
(n=53) 
適応障害群 
(n=139) 
その他の障害群 
(n=56) 
一般群 
(n=339) 
F値 p 
ODS 
平均点 
22.3 
±8.50 
16.00 
±8.58 
20.09 
±7.18 
14.80 
±9.19 
7.96 
±6.47 
113.09 *** 
***p<0.001 
 
８．ROC分析による区分点 
上述の結果より、ODSは気分障害及び適応障害をスクリーニングする質問紙としての信
頼性及び妥当性が確認された。また、気分障害及び適応障害に加え、不安障害、その他の
精神障害といったうつを症状にもつ、あるいはうつ状態が二次障害として現われうる精神
障害においても同様に確認された。そこで、「気分障害及び適応障害群」と「うつを症状に
もつ精神障害群」（気分障害群及び適応障害、不安障害、その他の障害群）について、ROC
曲線（Receiver Operating Characterristic Curves：受診者動作特性曲線）を用いてそれぞ
れ ODSの最適な区分点を求めた（図Ⅸ－１，図Ⅸ－２）。一般群と気分障害及び適応障害
群による ROC分析の結果、感度と特異度が左上隅に最も近づく区分点は 13／14点であっ
た。また、一般群とうつを症状にもつ精神障害群による ROC分析の結果についても、感度
と特異度が左上隅に最も近づく区分点は 13／14点であった。 
 気分障害及び適応障害群における ODSの ROC曲線下面積は 0.894、CES-Dは 0.904と
なり、うつを症状にもつ精神障害群における ODSの ROC曲線下面積は 0.849、CES-Dは
0.859であった（表Ⅸ－１１）。ROC曲線下面積の値が 1に近いほど判別の性能が良いこと
を表し、気分障害及び適応障害群、またはうつを症状にもつ精神障害群のどちらにおいて
もともに高い判別力があることが示唆された。また、ODSと CES-Dの ROC曲線下面積は
同程度であり、ODSが CES-Dと同程度の判別力を持つことが示された。 
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（気分障害、適応障害）            （うつを症状にもつ精神障害群） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅸ－１ ROC曲線                図Ⅸ－２ ROC曲線 
 
 
表Ⅸ－１１ ROC分析結果 
 
一般群 
気分障害及び 
適応障害群 
 
一般群 
うつを症状にもつ 
精神障害群 
n 339 237  339 464 
ODSの 
ROC曲線下面積 
0.894 
 
0.849 
CES-Dの 
ROC曲線下面積 
0.904 
 
0.859 
 
 
９．ODSの妥当性 
ODSの区分点を 13／14点とし、医師の診断をゴールドスタンダードとした場合の感度
と特異度、陽性的中率と陰性的中率を算出した。ODSの結果と医師の診断による疾患の人
数を表Ⅸ－１２、表Ⅸ－１３に示す。その結果、気分障害及び適応障害を判定する場合は、
感度 84.0％、特異度 37.0％、陽性的中率 44.6％、陰性的中率 79.2％であった。うつを症状
にもつ精神障害を判定する場合は、感度 73.7％、特異度 32.5％、陽性的中率 57.2％、陰性
的中率 50.3％であった（表Ⅸ－１４）。 
気分障害及び適応障害と、うつを症状にもつ精神障害の判定のどちらにおいても感度が
高い分、やや特異度が低い値を示している。判定の場合は偽陽性が多く含まれることに留
意が必要である。 
 
70 
 
表Ⅸ－１２ ODSの結果と気分障害及び適応障害の診断（n=629） 
 疾患 
あり なし 
ODS 陽性 199 247 
陰性 38 145 
 
表Ⅸ－１３ ODSの結果とうつを症状にもつ精神障害の診断（n=629） 
 疾患 
あり なし 
ODS 陽性 255 191 
陰性 91 92 
 
表Ⅸ－１４ ODSの妥当性 
 区分点 感度（％） 特異度（％） 陽性的中率（％） 陰性的中率（％） 
気分障害及び適応
障害の判定 
13／14 84.0 37.0 44.6 79.2 
うつを症状にもつ
精神障害の判定 
13／14 73.7 32.5 57.2 50.3 
 
１０．層別尤度比（SSLR：Stratum-Specific Likelihood Ratio）による段階ごとの判別 
 気分障害及び適応障害と、うつを症状にもつ精神障害のそれぞれについて、重症度によ
る判別を行うため、層別尤度比 SSLRを求めた（表Ⅸ－１５，表Ⅸ－１６）。LRが 1.0よ
りも大きければ、その検査結果がでると疾患の可能性が上昇する。SSLRが 1.0より小さけ
れば、その検査結果がでると疾患の可能性が減少する。1.0であれば疾患の可能性は不変で
ある。検査前確率を 10％、25％、50％と仮定した場合の検査後確率を表１７、表１８に示
す。いずれの群においてお区分点である 13／14点を超えた層の SSLRは 1.0を超え、それ
に満たない層においては 1.0未満であった。 
 
表Ⅸ－１５ 気分障害及び適応障害の判定における SSLR 
 疾患 SSLR 
あり なし 
ODS 
28点以上 53 60 1.46 
21～27点 74 88 1.39 
14～20点 72 99 1.20 
7～13点 27 90 0.50 
6点以下 11 55 0.33 
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表Ⅸ－１６ うつを症状にもつ精神障害の判定における SSLR 
 疾患 SSLR 
あり なし 
 
28点以上 66 47 1.15 
21～27点 91 71 1.05 
14～20点 98 73 1.10 
7～13点 59 58 0.83 
6点以下 32 34 0.77 
 
表Ⅸ－１７ 検査前確率を仮定した場合の検査後確率（気分障害及び適応障害） 
 ODS得点 
 6点以下 7～13点 14～20点 21～27点 28点以上 
SSLR 0.33 0.50 1.20 1.39 1.46 
検査前確率 
10％（仮定） 3.5% 5.2% 11.7% 13.3% 13.8% 
検査前確率 
25％（仮定） 16.1% 22.5% 41.0% 44.6% 45.9% 
検査前確率 
50％（仮定） 24.8% 33.3% 54.5% 58.2% 59.3% 
 
表Ⅸ－１８ 検査前確率を仮定した場合の検査後確率（うつを症状にもつ精神障害） 
 ODS得点 
 6点以下 7～13点 14～20点 21～27点 28点以上 
SSLR 0.77 0.83 1.10 1.05 1.15 
検査前確率 
10％（仮定） 7.8% 8.4% 10.8% 10.4% 11.2% 
検査前確率 
25％（仮定） 30.9% 32.5% 38.9% 37.8% 40.0% 
検査前確率 
50％（仮定） 43.5% 45.4% 52.4% 51.2% 53.5% 
 
第４節 まとめ 
 本研究では、職業性うつ尺度 ODSを作成し、その信頼性、妥当性、および区分点につい
て検討した。 
 一般群のデータにおいて、13 項目のすべてにおいて適度な項目間の相関がみられ、内的
整合性に関する高い信頼性も得られた。併存的妥当性については、既存の自記式うつ評価
尺度である CES-D との関連を調べたところ、一般群において 0.84 という高い相関が認め
られた。抑うつ評価質問紙である CES-D と、うつ病の重症度評価に用いられる BDI との
関連について論じられた文献では、0.51から 0.81の相関関係が報告されている（Shaver PR 
& Brennan KA, 1991; Wilcox H, Field T, Prodromidis M & et.al. , 1998）。さらに CES-D
と BDI-Ⅱとの相関についても 0.71 という中等度の相関であり（小嶋ら，2003）、ODS は
特に高い相関であった。 
 因子分析については、簡便にかつ短時間で回答ができるよう、質問項目数を 12問と他の
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調査票と比較して少数にしており、さらにうつ症状のみの測定に限定しているため、2因子
構造が妥当と考えられた。また、項目の内容から第 1因子を「気分・身体の不調」、第二因
子を「悲観的思考」と名付けた。ODS はこれらの因子により構成されるうつ尺度と定義し
た。 
 構成概念妥当性に関して、ＢＤＩ-Ⅱにおける性と年齢の影響は日本人においてさほど大
きくない（小嶋・古川，2003）という結果がでており、ＯＤＳに関しても男女差について
は、それほど大きな差はみられなかった。年齢については、全体及び男性においては、年
齢が上がるほど ODS得点が低くなる傾向が示唆された。また、年齢ごとの 3つのグループ
に分けた場合においても、一般群においては若年齢群と中年齢群は高年齢群よりも ODS得
点が高く、臨床群において若年齢群は中年齢群よりも ODS得点が高かった。 
 精神障害の種別および一般群での群間差を比較した結果、気分障害及び適応障害のもの
は概して、不安障害、その他の障害、特に心身の訴えがないものよりも高い ODS得点を有
することが示唆された。また、気分障害、適応障害のものに加えて不安障害、その他の障
害のあるものについても、特に心身の訴えのないものより高い ODS得点を有していた。こ
れらより、ODSは気分障害及び適応障害をスクリーニングする質問紙として適当であり、
さらに気分障害及び適応障害に加え、不安障害、その他の精神障害といったうつを症状に
もつ、あるいはうつ状態が二次障害として現われうる精神障害の判定においても適するこ
とが確認された。 
 区分点の検討については、「気分障害及び適応障害」と「うつを症状にもつ精神障害（気
分障害、適応障害、不安障害、その他の精神障害）」のそれぞれについて ROC 分析を行っ
た。分析の結果、どちらの区分点においても 13／14点が適当とされた。 
 区分点を13／14点とした場合、どちらの判別においても感度は高い数値を示したものの、
特異度については 35％前後であった。検査法は高い感度と高い特異度を併せ持つことが望
ましいが、現実には一方を高めると他方が低くなることが多い。気分障害及び適応障害の
判別においては、高い陰性的中率と一定程度の陽性的中率であり、ODS 判定において陰性
のものは、高い確率で気分障害及び適応障害の可能性が低いと判断される。真に疾患のな
いものも陽性と判定される場合もあるが、うつ気分障害及び適応障害のあるものの取りこ
ぼしは少なく、スクリーニング場面においては活用に適している。 
さらに、点数を層別に分けて疾患の可能性を判定するため、気分障害及び適応障害群と
うつを症状にもつ精神障害群のそれぞれについて層別尤度比 SSLR を求めたところ、区分
点とした 14 点以上の層の全てにおいて SSLR の値が 1.0を超えていた。ODS による重症
度別の評価においても有用であり、適当な区分点の設定であることが示唆された。 
気分障害及び適応障害の判別について現段階で求めた SSLR をもとにすると、有病率
25％程度の集団において気分障害及び適応障害である確率が 40％程度の検査後確率の集団
を得たいならば 13／14点を区分点として用い、45％程度の集団を得る場合には 21／22点
を用いるのが適切である。ROC 分析による区分点は 13／14 であるが、より高得点に設定
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することでスクリーニングを効率的に実施することができる。ただし、見落としは増加す
るため、目的に合わせて設定すべきである。 
簡便で回答時間が短く、適切な信頼性及び妥当性を有する検査法として、臨床場面での
スクリーニングに今後活用されることが期待される。 
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第１０章 メンタルへルス改善プログラム（アサーション研修）の効果検証 
 
第一節 問題と目的 
相互尊重を根幹におくアサーション（自身と相手を大切にする表現）の概念を理解し、
習得することは、日常のコミュニケーションの場面において、より容易に良好な人間関係
を築く方向に作用するとされている。 
これまでアサーション・トレーニングの効果について検証された研究は国内外において
十数件みられ、介入後には、アサーション尺度得点の増加に加え、自尊心、自己効力感、
個人的達成感、ポジティブな感情等について尺度得点の増加が報告されている。また、有
意に減少したものは、他人からの否定的評価への恐れ、うつ、バーンアウト、ストレス、
ネガティブな感情があった。 
しかし、これらの検証の対象者は、地域住民、女性、中学生、大学生、医学生、看護学
生、言語聴覚士学生、医師、看護師であり、特定の職種については、医療従事者を対象と
したもののみである。一般労働者については、その効果について検証がなされていない。 
そこで、企業従業員を対象としたアサーション研修において、受講者のアサーション・
スキル及びメンタルへルスを規定する要因について影響を与えるか否かを検証することを
目的とした。 
 
第２節 方法 
１）対象 
 2014年の 9月 19日、10月 24日、11月 27日、及び 2015年の 1月 27日に、K社社員
のうち、アサーション研修に参加した計 40 名を対象とした。各会の人数は、初回 14 名、
第二回 9名、第三回 10名、第 4回 7名であった。 
 
２）手続き 
 各研修の事前、事後、1か月後の 3地点において、アンケート調査を実施した。あらかじ
め調査の趣旨説明を行い、同意の得られた方からのみ回収を行った。 
 
３）調査内容 
 フェイスシートでは、性別、年齢、職位、職務経験年数について尋ねた。また、研修の
事前、事後、1 か月後の 3 地点において、GSES（セルフ・エフィカシー）、ENDCOREs
（コミュニケーション・スキル）を質問項目に用いた。さらに、研修の事前と 1か月後の 2
地点において、GHQ（精神健康度）、ODS（うつ症状）、HPQ（パフォーマンス）を測定し
た（表Ⅹ－１）。 
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表Ⅹ－１ アンケート調査の流れ 
 研修の事前 研修の事後 研修の 1か月後 
調査項目 GSES 
ENDCOREs 
GHQ12 
ODS 
PHQ 
GSES 
ENDCOREs 
 
GSES 
ENDCOREs 
GHQ12 
ODS 
PHQ 
 
４）研修内容 
 研修テーマは、「今すぐ役立つコミュニケーション・スキル～アサーティブに行こう～」
であり、課題を「伝え合うということ」「アサーションとは」「自分の考え・気持ちに気づ
こう」「アサーション・スキルを知ろう」の４つに分け、90分の講義形式にて行った。 
「伝え合うということ」（25 分）では、コミュニケーションの概要（ロールプレイ含む）
について、「アサーションとは」（15 分）では、自分も相手も大切にした自己表現の概要に
ついて説明した。「自分の考え・気持ちに気づこう」（25 分）では、アサーションタイプの
自己診断、及び事例をもとにノンアサーティブな捉え方についてグループセッションを行
った。「アサーション・スキルを知ろう」（25 分）では、アサーティブなコミュニケーショ
ンの取り方について具体的に説明をし、新しいシナリオのロールプレイを実践、さらに感
想のディスカッションを行った。 
 
第３節 結果 
１．回収率と内訳（性別・年齢） 
 研修の事前、事後、1か月後のアンケートに回答したマーケティング、企画、調査、販売
促進に携わる社員 40名を対象とした。属性は以下の通りとなった（表Ⅹ－２）。 
 
表Ⅹ－２ 回答者の属性 
  内訳（人） 平均年齢（歳） 標準偏差 
性別 男性 14（35.0%） 45.8 7.38 
 女性 26（65.0%） 43.1 6.46 
年齢 20代 0（0.0%） - - 
 30代 13（32.5%） 36.3 2.21 
 40代 17（42.5%） 45.0 3.35 
 50代以上 10（25.0%） 52.5 2.76 
 
２．分析結果 
１）GSES（セルフ・エフィカシー） 
 GSES は、個人の一般的なセルフ・エフィカシー認知の高低を測定するための質問紙で
ある。セルフ・エフィカシーとは、何らかの行動をきちんと遂行できるかどうかという予
期のことであるが、そういった予期の一般的な傾向を測定するために開発された(坂野・東
條, 1986)。得点が高いほど、セルフ・エフィカシーが高いことを示す。 
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 3地点での GSES平均点の差について、対応のある t検定を行ったところ、研修の事前と
研修 1か月後の間において 5%水準で有意差がみられ、研修の 1か月後は研修の事前に比べ
セルフ・エフィカシーが高いことが示唆された（表Ⅹ－３）。 
 
表Ⅹ－３ 3地点での GSES平均点（n=35） 
 事前 事後 1ヶ月後 
GSES 9.34±3.36 9.71±3.44 10.03±3.42 
* p<0.05 
 
２）ENDCOREs 
ENDCOREsはコミュニケ―ション・スキルの高低を測定するための質問紙である。構成
は、自分の感情や行動をうまくコントロールする「自己統制」、自分の考えや気持ちをうま
く表現する「表現力」、相手の伝えたい考えや気持ちを正しく読み取る「解読力」、自分の
意見や立場を相手に受け入れてもらえるように主張する「自己主張」、相手を尊重して相手
の意見や立場を理解する「他者受容」、周囲の人間関係にはたらきかけ良好な状態に調整す
る「関係調整」となる（藤本・大坊，2007）。得点が高いほどコミュニケーション・スキル
が高いことを示す。  
3地点での ENDCOREsと下位尺度ごとの平均点の差について、対応のある t検定を行っ
た。その結果、「自己統制」について、事前と事後、及び事前と 1 ヶ月後の間において 5%
水準で有意差がみられ、事前と比較して事後及び 1 ヶ月後は自己統制の得点が下がること
が示唆された。 
また「表現力」について、事前と 1ヶ月後の間において 5%水準で有意差がみられ、事後
と 1ヶ月後の間において 10%水準で有意傾向がみられた。事前と比較して 1ヶ月後は表現
力の得点が下がり、事後と比較して 1 ヶ月後においても表現力の得点が下がることが示唆
された。 
「解読力」について、事前と事後、及び事前と 1ヶ月後の間において 5%水準で有意差が
みられ、事前と比較して 1 か月後は解読力の得点が下がり、事後と比較して 1 か月後にお
いても解読力の得点が下がることが示唆された。 
「自己主張」について、事前と事後の間において 5%水準で有意差がみられ、事前と 1ヶ
月後の間において 10%水準で有意傾向がみられた。事前と比較して事後は自己主張の得点
が下がり、事前と比較して 1ヶ月後においても得点が下がることが示唆された。 
他者受容については、各地点の平均点の差において有意差はみられなかった。 
「関係調整」について、事後と 1 ヵ月後の間において 10%水準で有意差がみられ、事後
と比較して 1ヶ月後は関係調整の得点が下がることが示唆された。 
ENDCOREs総合の平均点については、事前と事後の間において 5%水準で有意差がみら
れ、事前と 1ヶ月後、及び事後と 1ヶ月後においても 10%水準で有意傾向がみられ、事前、
* 
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事後、1ヶ月後と順に ENDCOREsの得点が下がることが示唆された（表Ⅹ－４）。 
 
表Ⅹ－４ 3地点での ENDCOREs平均点（n=34） 
  事前 事後 1ヶ月後 
ENDCOREs 自己統制 3.60±0.84 3.37±0.92 3.34±1.02 
 表現力 4.20±0.97 4.07±1.04 3.93±1.05 
 解読力 3.63±1.16 3.60±0.99 3.32±1.01 
 自己主張 4.03±0.93 3.88±0.87 3.83±0.94 
 他者受容 3.17±0.85 3. 11±0. 87 3.10±0.94 
 関係調整 3.75±0.90 3. 69±0.85 3.50±0.91 
ENDCOREs総合 3. 75±0.65 3.62±0.73 3.51±0.77 
* p<0.05 , † p<0.1 
 
３）GHQ12 
 GHQは Goldbergによって開発された 60項目からなる質問紙法による検査で、主として
神経症者の症状把握、評価および発見に有効なスクリーニング・テストである。中川・大
坊（1985）によって日本語への翻訳版が作成され、30 項目、28 項目、12項目の短縮版が
ある。今回の質問項目には 12項目日本語版を用いた。得点が高いほどメンタルヘルス状況
が悪いとされる。 
 2地点での GHQ平均点について、対応のある t検定を行った結果、それぞれの地点間に
おいて有意な群間差はみられなかった（表Ⅹ－５）。 
 
表Ⅹ－５ 3地点での GHQ平均点（n=35） 
 研修直前 研修 1ヶ月後 
GHQ12 24.63±5.33 24.29±4.96 
 
* 
† 
* 
* 
† 
 
† 
 
* 
* 
* 
* 
† 
 
† 
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４）ODS 
 神田東クリニックMPSセンターにて開発された尺度であり、うつ状態の判定に用いるこ
とができる。得点が高いほど精神健康状態が悪いとされる。 
2地点での ODS平均点について、対応のある t検定を行った結果、それぞれの地点間に
おいて有意な群間差はみられなかった（表Ⅹ－６）。 
 
表Ⅹ－６ 3地点での ODS平均点（n=35） 
 研修直前 研修 1ヶ月後 
ODS 18.71±4.17 18.26±3.83 
 
５）HPQ 
 HPQはWHOにより作成された労働パフォーマンスを測定する尺度の一部であり、国立
国際医療センター（2013）にて翻訳版が作成された。得点が高いほどパフォーマンスが高
いことを示す。 
 2地点でのHPQ平均点について、対応のある t検定を行ったところ、事前と 1ヵ月の間
において 5%水準で有意な群間差がみられ、事前と比較して 1ヶ月後はHPQ得点が上がる
ことが示唆された（表Ⅹ－７）。 
 
表Ⅹ－７ 3地点での HPQ平均点（n=35） 
 事前 1ヶ月後 
HPQ 7.11±1.88 7.66±1.68 
                                                * p<0.05  
 
第４節 考察 
 GSESと HPQに関して、研修の 1ヶ月後には、事前と比較して尺度得点が上がり、セル
フ・エフィカシー及びパフォーマンスが向上し、アサーション研修の効果が示された。自
己と他者の意思を尊重した自己表現について学ぶことで、研修後の 1 ヵ月において、日常
生活や職場において何らかの行動をする場合に、自身がそれを遂行できるという感覚を持
って過ごし、かつ職務においてより良いパフォーマンスを発揮したと感じられていたとい
える。 
 また、ENDCOREs総合点及び下位尺度である「自己統制」、「表現力」、「解読力」、「自己
主張」に関して、研修の 1 ヶ月後には、事前と比較して尺度得点が下がり、コミュニケー
ション・スキルを上手く活用できるという感覚が得られにくくなっていた。また、「自己統
制」及び「自己主張」については、研修の事後は事前と比較して得点が下がり、自分の感
情や行動をうまくコントロールすること、また、自分の意見や立場を相手に受け入れても
らえるよう主張することといったコミュニケーションの方法に困難さを覚えた可能性があ
* 
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る。しかし、研修を受けた直後に、アサーション・スキルが即座に低下したとは考えにく
く、スキルについての知識を得たことにより、普段の生活や職務の中での自身の振る舞い
について、内省を促したとも考えうる。得点が下がったことに関しては、困難さを感じた
と同時に、研修内容を受け止め、自身の不出来や対人関係においてより意識しなければな
らないことへの気づきにつながり、適切なアサーション・スキルが意識づけられたともい
える。 
 また、研修の事後から 1 か月後に関して、「表現力」、「解読力」、及び「関係調整」にお
いて尺度得点が下がっていた。研修前後において自分の気持ちや考えを上手く表現するこ
と、相手の伝えたい考えや気持ちを正しく読み取ること、そして周囲の人間関係に働きか
け良好な状態にすることに対しての認識の変化はみられなかったが、1ヶ月後には、研修後
と比較して不得手であると認識していた。研修内では、上司と部下との人間関係において、
それぞれのセリフによる双方の感じ方を解読し、その場における適切な表現での伝え方を
模索するロールプレイを行っている。研修場面では、各人が適当だと考えた表現方法を試
すが、表現方法の多様さや、仮想設定であることによる詳細な想定の難しさによって、明
確な答えや対処法が見えづらいといったロールプレイの特性があったとも考えられる。ま
た、当初の不適切な事例よりは上手くいったと感じる場合がほとんどである。そこで得ら
れた感覚が、研修直後においては自身の振る舞いに関して可能感を得られるものの、1ヵ月
の実際の生活の中で、そうした場面に直面した場合の困難さを感じたともとれる。今回の
ロールプレイの設定に関して、想定された場面が対応しやすいものであったことが、研修
後の生活において上手くいかない場面との遭遇により不得手感を感じることとなったと考
えられる。他の要因として、時間の経過によるアサーション・スキルの低下も考えられる
が、表現力と解読力について研修前と比較して 1ヶ月後の方が、得点が低かったことから、
研修での経験を踏まえたことにより、困難さを感じながらも対人関係における課題に向き
合うといった意識付けが行われていると考えられる。 
今回の研修について、セルフ・エフィカシーやパフォーマンスが高まった点を鑑みると、
自己のアサーション・スキルの不得手感を感じながらも、日々の生活や職場において対人
関係の問題に立ち向かい、より良い対人関係の構築を目標とした実践による効果が得られ、
さらに継続していると推察される。 
これまでの他の効果検証研究のほとんどでは、アサーションや自尊心、自己効力感、個
人的達成感、ポジティブな感情等について尺度得点の増加が報告されているが、アサーシ
ョンの尺度得点が有意に減少した研究もみられている。アサーション得点が減少した地域
住民を対象とした研究では、その他の研究に比べ研修時間が少なかったことが特徴として
挙げられている。今回の研修時間についても実施期間や時間数が短いといった特徴がある
ため、類似した結果となったものと考えられる。 
今回の研修効果検証では、比較的 ODS得点の高いものが多く参加していた。アサーショ
ン研修参加者の募集を行い自由参加としたため、対人関係に何らかの困り感を持っていた
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ものが集まったとも考えられる。研修がピアサポート（同じような立場の人によるサポ
ート）の場として機能したことによる影響や、アサーション・スキルに関して興味もしく
は必要性を感じている意識の高い人を対象とした検証であったことに留意が必要である。 
実施時期については 5 か月間に渡っており、繁忙期等の影響を避けられていると考えら
れる。しかし、実施の人数については分析の対象となった数が 40名程度であり、十分な数
を得られているとは言えない。対象者の意識の偏りや人数の確保を課題として、今後さら
なる検証が求められる。 
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第１１章 特別支援教育に携わる教員と一般職種における 
メンタルヘルス状況等の比較と今後の課題 
 
第１節では、これまでに明らかにした特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状
況、及びストレス要因について、一般職種との比較分析を行った。また、メンタルヘルス
を規定する要因として、性別、年齢、職務経験年数、職場環境、雇用形態、勤務地域ごと
に比較分析を行った。さらに、免許状の種別、専門性の観点から特別支援教育に携わる教
員の特性がメンタルヘルスを規定する要因へ与える影響についてまとめた。一般的にメン
タルヘルスへ影響を与える要因として捉えられる、セルフ・エフィカシー及びストレス対
処能力についても、特別支援教育に携わる教員について同様に検討し、その傾向について
比較分析した。 
第２節では、さいごに特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況の改善に向けた
今後の課題についてまとめた。 
 
第１節 メンタルヘルス状況等の比較 
１．メンタルヘルス状況とストレス要因の比較 
 中川・大坊（1985）によると、GHQ28の健常者群平均は 2.8±2.3点であった。健常者
の対象となった人々は、「肉体的に健康で日常の仕事を充分に遂行し、精神的にも健康で
大きな悩みを持つことはなく、一般常識的な行動をし、社会的に適応している主として経
済的に中流といえる一群の人々」とされている。データとしては古く、社会情勢の変化な
どによって GHQ得点も変化することが推測される。GHQ28を用いた近年の研究では、
対象群に年齢の偏りはあるものの、一般の中高年者の GHQ28平均は 4.57±4.64点であっ
た（中村・上里，2004）。本論での対象者である特別支援教育に携わる教員の GHQ28平
均は 7.84±6.21点であり、これらのデータと比較しても特に高い数値であった。 
また、対人援助職のメンタルヘルス状況について GHQ28を用いた研究では、看護師の
GHQ28平均は 7.60±4.00点であった（豊増，2000）。訪問看護師では 6.99±5.90点（小
林・乗越，2005）、ホームヘルパーでは 5.40±5.06点（安次富，2005）であった。医療・
福祉領域の退陣援助職のストレスの高さはこれまでも職業性ストレス研究において注目さ
れてきたが、特別支援教育に携わる教員においても対人援助職と同等以上の不良状態が明
らかとなった。 
「労働者健康状況調査」（厚生労働省，2013）において、一般職種の仕事や職業生活に
関する悩みとして挙げられたものは順に、「職場の人間関係」、「仕事の質」、「仕事の量」、
「会社の将来性」、「仕事への適性」、「会社の将来性」、「昇進、昇給」、「定年後の仕事、老
後の問題」、「雇用の安定性」、「配置転換」であった。「教職員のメンタルヘルスに関する
調査」（文部科学省，2013）では、特別支援学校教職員のストレス要因として順に、「業務
の質」、「事務的な仕事」、「学習指導」、「保護者への対応」、「同僚との人間関係」、「自身の
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私的生活」、「生徒指導」、「上司との人間関係」、「校外行事への対応」、「部活動指導」とな
っていた。本論ではより詳細に特別支援教育に携わる教員のストレス要因となる項目につ
いて調査し、順に「保護者への対応」、「個別の支援計画や個別の教育支援計画の作成」、
「授業実践力」、「指導技術」、「同僚との信頼関係の構築」、「管理職との人間関係の構
築」、「評価の工夫」「統制力」「企画力」、「連絡・調整力」となった。一般職種の従業員と
同様に、仕事の質や仕事の質について悩むものが多いことに加え、職場の人間関係は上
司・同僚だけでなく、保護者との関係も多くの教員が苦慮していた。特別支援教育に携わ
る教員としての専門性を高めることや、業務量を考慮することでストレス要因が解消され
ると考えられる一方、一般職種の従業員とストレス要因は共通しており、一般職種に広く
行われる対策であるメンタルヘルス教育研修の実用もその効果が期待される。 
 
２．メンタルヘルスを規定する要因ごとの比較 
 性別が GHQ得点に与える影響について、高橋（2008）による調査では、「身体的症
状」と「GHQ総合得点」において女性の方が男性よりも悪いことが示唆された。また、
ストレス反応の下位尺度得点については、「高揚感」において男性の方が女性より有意に
高く、それ以外の下位尺度である「抑うつ気分」、「不安」、「怒り」、「身体反応」において
女性の方が男性より有意に高かった（労働政策研究所・研修機構，2012）。厚生労働省
（2003）による調査においても、女性が男性よりも仕事での身体での疲れが高いことが示
されている。本論の調査では、特別支援教育に携わる教員において、男女による GHQへ
の影響はみられなかった。調査人数が少なかったことも考えられるが、特別支援学校教員
の男女の割合は、男性 26,780名、女性 40,148名と女性の方が高く（文部科学省，
2014）、一般の企業と同様の環境であるとは捉えにくい。男女比については、こうした環
境の違いによる男女別のストレス要因もあり、メンタルヘルス状況について一般職種と同
様の結果とならなかったとも考えられ、今後は男女別のストレス要因の検討についても課
題である。 
年齢による GHQへの影響について、「産業人メンタルヘルス白書」（生産性本部，
2006）において、心の病が 30代に集中する傾向が示されている。また、高橋（2008）に
よる調査でも、若年者の GHQ得点の悪さが示唆されており、職員の若年による知識や仕
事経験の乏しさが要因に挙げられている。また、労働政策研究所・研修機構（2012）の調
査では、ストレス反応尺度のすべての下位尺度で有意な年代差があり、「高揚感」を除く
「抑うつ気分」、「不安」、「怒り」、「身体反応」において 29歳以下で最も高く、年代が上
がるほど得点が低くなった。しかし、文部科学省（2013）では、教員全般において業務の
質と量の増加や、職場環境や人間関係の問題を挙げ、年代が高いほどストレスが高くなる
ことを報告している。本論では、年齢による有意差はみられなかったが、各年齢群が同程
度のストレス状態にあったとも考えられる。年齢群ごとのストレス要因にも違いについて
も検討が必要である。 
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勤務年数職場環境の関連について、米原・種市・小杉（2002）の研究においては、年数
の長い従業員は短い従業員よりも、職場で課せられる仕事量の多さや責任の大きさといっ
た量的ストレッサーをより自覚することが指摘されている。本論においても、通算教職年
数の長い教員は若手教員に比べ、能力開発・福利厚生・生活サポートの面で不満を抱えて
いることが示唆された。文部科学省（2013）においても業務の質と量の増加が懸念されて
おり、一般職種同様に、職場環境について配慮が必要である。 
職場環境について、労働政策研究所・研修機構（2012）による調査では、下位尺度に
「抑うつ気分」、「不安」、「怒り」、「高揚感」、「身体反応」をもつストレス反応尺度と、
「職務」、「上司やリーダー」「顧客や同僚との関係」、「ビジョン・経営者」、「処遇・報
酬」「能力開発・福利厚生・生活サポート」を下位尺度にもつワークシチュエーション尺
度の相関を分析し、高揚感を除くすべてのストレス反応下位尺度がワークシチュエーショ
ン下位尺度と負の相関を示した。「抑うつ気分」、「不安」、「怒り」、「身体反応」と最も強
い相関を示したのは「能力開発・福利厚生・生活サポート」であった。本論では GHQ28
の下位尺度である「社会的活動障害」が、ワークシチュエーション下位尺度である「職
務」、「同僚や顧客との関係」と負の相関を示した。職務や同僚、教員にとっての顧客であ
る保護者との関係が特に GHQへ影響を与えることが示唆された。 
雇用形態について、高橋（2008）の GHQについての調査によると、常勤者は非常勤者
よりもすべての下位尺度である「身体的症状」、「不安と不眠」、「社会的活動障害」、「うつ
傾向」において状態が悪いことが示された。また、労働政策研究所・研修機構（2012）に
よる調査では、ストレス反応下位尺度である「高揚感」を除く「抑うつ気分」、「不安」、
「怒り」、「身体反応」の得点において、正社員がパート・アルバイト職員よりも有意に高
かった。本論においては、コーピングの下位尺度である「逃避的対処行動」において、
「本務」と「臨時・非常勤」の間に有意な得点差が認められ、本務の教員の方が臨時・非
常勤の教員よりも逃避的対処行動をとりづらいことが示唆された。職務に責任のある本務
の教員は、一般職種と同様に多くの仕事を任され逃れられない状況に陥っているとも考え
られる。しかし、臨時や非常勤での採用においても、児童・生徒や保護者から見て教員で
あることに相違ないため、本務教員と同等の責任を持って職務に臨むが、経験の乏しさや
立場の違いを気にすることで意見を述べられず、危険や失敗を承知で問題に対面すること
ができないことにより、物理的・心理的に問題から逃避する、場合によっては食物や趣味
などに逃げるといった対処行動をとりやすいのではないかとも考えられる。半年や一年と
契約期間の短い臨時採用や、時間給の非常勤講師は、次回の教員採用試験に向けての対策
も同時に行っていることも多く、安定して職務に専念できない状況にある。臨時・非常勤
の教員の割合は、全国平均が 6.9％であるにも関わらず、沖縄県は 17.7％と全国で最も低
い（文部科学省，2011）が、本務教員の増員や、臨時・非常勤の教員が安定して職務に専
念できる環境を整える等の取り組みによって、業務量の偏りを抑えることが可能となる。 
 勤務地域によるメンタルヘルス状況への影響は、一般職種の従業員に関して調査は行わ
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れていないものの、教員の勤務地域には離島といった僻地での勤務も存在する。沖縄県に
おける特別支援教育に携わる教員の全般的自己効力感について、本論では全般的自己効力
感の下位尺度である「能力の社会的位置づけ」において「本島」と「離島」の間に有意な
得点差が認められ、離島の教員は本島の教員よりも、人と比べて自分に優れた能力や知
識、世の中に貢献できる力があると感じることができていないということが示された。特
別支援教育に携わる教員の特性について分析したものであるが、こうした結果は一般の職
業にも共通する可能性もあり、一般職種での勤務地域の差についても今後検討されること
が望まれる。 
日本労働研究機構（1999）により、103社 11,878名を対象とした大規模調査による分
析では、ストレス反応尺度の「怒り」と「高揚感」を除くすべての下位尺度「抑うつ気
分」、「不安」、「「身体反応」において、「専門職」がその他の職種である「事務職」、「技術
職」、「営業・販売職」、「現業職」よりも有意に得点が高いという傾向がみられた。一方、
「高揚感」では「営業・販売職」が他のいずれの職種よりも有意に高かった。 
免許状種別や専門性について、一般職種における資格ごとのメンタルヘルス状況への影
響に関する研究はみられないが、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルスへ影響を与
える要因と考えられ、免許状種別及び自身の専門性についても本論において検討した。特
別支援学校教諭免許状の種類の３つのグループ「未取得群」「専修・一種群」「二種群」と
ストレッサー尺度との関連において有意な得点差が認められ、「二種群」は「未取得群」
よりも「役割葛藤」を感じ、「二種群」は「専修・一種群」よりも「同僚との関係」にス
トレスを感じていることが示された。これより、特別支援学校教諭二種免許状を取得して
いる教員は、特別支援教育免許状未取得の教員と比較して自分の能力以上の仕事をするこ
とを求められていると感じているといえる。また、「二種群」は「専修・一種群」に比べ
「同僚との関係」をストレスと感じている。二種群は自身の専門性への不安があり、普段
の実践の中で同僚からの目を気にしているのではないかと考える。一つの教室に複数の教
員が集まった授業構成が特別支援教育の学校現場では多々あり、教員同士で接する機会が
多いため、他の教員からの視線が絶えない環境に置かれている。こうした環境が、専門性
に自信のない教員のメンタルヘルスへ影響を与えていると考えられる。また、「特別支援
養育教員としての専門性」の３つのグループ「低専門性群」「中専門性群」「高専門性群」
とバーンアウトの関連において有意な得点差が認められ、専門性が低ければ低いほど個人
達成感の後退に陥りやすいことが明らかとなった。専門性が低いと感じている教員ほど、
仕事に達成感や有能感を感じられないということを示しており、自身の職務に自信を持て
ることがメンタルヘルス改善への手立てとなる。 
 
３．セルフ・エフィカシー及びストレス対処能力の比較 
 専門性についての自信を持てていないことがメンタルヘルス悪化につながると述べた
が、一般職種においてはこうした職務への自信についての調査はなされておらず、「自分
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にはこのような行動が、この程度できる」という見込みのことである一般性セルフ・エフ
ィカシーという形でメンタルヘルスとの関連が検討されている。 
一般性セルフ・エフィカシーが向上すると、うつ病が回復へ向かい、また行動の積極性
が改善されていくことが報告されている（坂野，1989）。また、一般性セルフ・エフィカ
シーが十分に高い人の場合には、①適切な問題解決行動に積極的になれる、②困難な状況
でも簡単にはあきらめず努力することができる、③腹痛や睡眠などの身体的ストレス反応
や、不安や怒りといった心理的ストレス反応を引き起こさない適切なストレス対処行動が
でき、ストレスフルな状況にも耐えられる、といった特徴が明らかにされている（嶋田，
2002）。一般性セルフ・エフィカシーが高ければ、ストレスフルな状況に遭遇しても、身
体的・精神的な健康を損なわず、適切な対処行動や問題解決行動が可能となる。 
産業カウンセリングや病院での心理療法場面においては、一般性セルフ・エフィカシー
を測定することで、実施した治療的介入が休職の繰り返しを予防できるほど十分な効果が
あったかどうかを確認できるという利点がある。坂野（1989）のうつ病の治療や、職場で
のストレス低減（鈴木，2002）、摂食障害の治療（松本，2002）等においても、一般性セ
ルフ・エフィカシー測定の意義が確認されている。さらに、行動医学の研究においても一
般性セルフ・エフィカシーは重要な変数として研究がなされており（川原，2002）、スク
ール・カウンセリングにおいても社会的スキル訓練等で変数として用いられている（戸ヶ
崎，2002）。近年では看護場面での一般性セルフ・エフィカシーの利用が盛んになってき
ており、看護教育（佐々木，2002a）、人工透析患者の自己管理（前田，2002）、ヘルス・
プロモーション行動（野口，2002）などで一般性セルフ・エフィカシーが利用されてい
る。 
本論においても一般的セルフ・エフィカシーが特別支援教育教員のメンタルヘルス状況
に影響を与えるという仮定から、その関連について検討した。その結果、一般性セルフ・
エフィカシーと GHQ28の下位尺度間の相関について、すべての下位尺度間において負の
相関がみられ、セルフ・エフィカシーが高いほど GHQ得点が良好になることが示唆され
た。また、セルフ・エフィカシー及びコーピング、ストレス対処能力 SOCが GHQに与
える影響を検討するために、重回帰分析を行った結果、一般性セルフ・エフィカシーがス
トレス対処能力である SOCに次いでメンタルヘルスの改善に効果がみられることが示唆
された。こうした結果より、特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス改善のため、セ
ルフ・エフィカシーの保持・増進の必要性が示された。 
 ストレス対処である SOCは、Antonovsky（1979）の提唱した健康生成要因で、非常に
ストレスフルな経験をしながらも健康に生きる人々が保有する生きる力とされている。こ
の力は、問題が生じたときに自分の持っている様々な内的・外的な資源を動員する力であ
ると説明されている。SOCは 3つの要素から構成されており、①自分が置かれている状況
や、将来起こるであろう状況をある程度予測、理解できる把握可能感
（comprehensibility）、②どんな困難な出来事でも自分で切り抜けられるという感覚や、
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何とかなるという処理可能感（manageability）、③自分の人生・生活に対して、意味があ
ると同時に価値観を持ち合わせている感覚である有意味感（meaningfulness）をいう（山
崎・戸ケ里・坂野，2008）。このような 3つの感覚をもって生活を送っている人は、スト
レス状況に耐えうまく対処することができるとされる。本論では、特別支援教育に携わる
教員のメンタルヘルスと SOCの関連について明らかにし、教員のストレス低減に資する
知見を得るため、特別支援教育に携わる教員に対する調査結果から、教職経験年数の長い
ベテラン教員群は、若手教員群と比べ「有意味感覚」が低いことが明らかとなった。ま
た、SOCはストレッサー尺度及び GHQ28の下位尺度間において負の相関が得られ、特別
支援教育教員のメンタルへルス改善においても、SOCの保持・増進の必要性が示唆され
た。 
 
第２節 特別支援教育に携わる教員のメンタルヘルス状況の改善に向けた今後の課題 
 一般職種の従業員におけるメンタルヘルス状況へ影響を与える要因や、職務経験年数や
職務環境、勤務形態での傾向において、特別支援教育に携わる教員との共通する部分がみ
られた。こうした面については一般職種においてこれまで問題が指摘されてきたが、同様
の傾向が得られたことで、特別支援教育に携わる教員においても一般職種と同様のメンタ
ルヘルス対策の有効性があると想定される。 
文部科学省委託「新教育システム開発プログラム」として、東京都教職員互助会三楽病
院とウェルリンク株式会社が共同で実施した調査の結果、メンタルヘルス対策が「必要で
ある」（78.6％）「まあ必要である」（19.9％）とした合計は 98.5％に及び、ほぼ全員が必
要性を認めている。その一方で、「十分に取り組んでいる」は 0.8％に過ぎず、「まあ取り
組んでいる」と合計しても２割に満たなかった。さらに、現状のメンタルヘルス対策の効
果が「あがっている」と答えたのは 0.4％であり、「まあ効果があがっている」（17.8％）
と合計しても 23.4％に過ぎなかった。教員のメンタルヘルスの問題が取り上げられる中、
その対策と効果については満足のいく結果が表れていない。しかし、一般企業において
は、すでにメンタルヘルス対策を専門とする EAPサービス機関の導入が進んでいる。
EAPとは Employee Assistance Programの略であり、日本語では「従業員支援プログラ
ム」と訳される。メンタルヘルス、家庭の問題、経済的問題、法律的問題、ストレスマネ
ジメントなど従業員の生活全般にわたる問題についての幅広い包括的な対応策として利用
されている（島・田中・大庭，2002）。小杉・齋藤（2006）によれば、米国企業における
EAPの導入率は、フォーチュントップ 100の企業の 100％、トップ 500の企業の 95％に
上っている。近年日本でも EAPを導入する企業が増加している。 
メンタルヘルス対策の導入が進んでいない教育機関等においても、こうした具体的なメ
ンタルヘルス対策が行われるべきであり、本論によって示された特別支援教育に携わる教
員へのメンタルヘルスに影響を与える要因についての理解が、対策の実施に当たる上での
一助となる。また、メンタルヘルス対策の有効性の検討に活用できる、今回作成した職業
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性うつ尺度（ODS）や、研修効果についての知見が、今後より研究的に信頼性のあるメン
タルヘルス対策の実施につながる。 
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